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序

これまでの経緯

一般社団法人日本音響学会は，道路交通騒音の
予測計算方法に関して昭和 49年に道路交通騒音
調査研究委員会を組織し，以来，継続的に調査研
究を行ってきている。この調査研究の目的は，道
路交通騒音に関する最新の知見に基づき時代に即
した予測計算方法を開発することにある [1]。そ
の活動成果として，まず昭和 50 年に騒音レベル
の中央値（LA50）を予測量とした計算方法（ASJ
Model 1975）[2, 3] を発表した。このモデルにつ
いては，精度の向上，適用範囲の拡大のための検
討を引き続き行ったが [4–6]，それと並行して昭和
63年からは等価騒音レベル（LAeq）に基づく予測
計算方法の開発に取り組んだ。その成果をとりま
とめ，平成 5年にエネルギーベースの予測計算方
法（ASJ Model 1993）を発表した [7]。このモデ
ルは，適用範囲を一様な断面を持つ道路一般部に
限定して LAeq を計算するための基本的考え方と
計算手順をまとめたものであった。
その後，騒音に関する環境行政の面で大きな変

化があった。まず「環境基本法」（旧公害対策基本
法，平成 5年 11月改正）に基づいて平成 9年 6
月に「環境影響評価法」が公布され，2年後の平
成 11年 6月より施行された。更に「騒音に係る
環境基準」（昭和 46年制定）が平成 10年 9月に
改正され，翌年 4月より施行された。この基準で
は，道路交通騒音の評価量として LA50 に代わっ
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てLAeqが採用され，それに伴って一般地域及び道
路に面する地域の基準値が改正された。これらの
変化に対応するために当委員会では，その後の調
査研究に基づいて上述のASJ Model 1993を更に
発展させ，平成 11年 4月に LAeq を評価量とし，
一般道路，道路特殊箇所も含めてほとんどすべて
の構造・形態の道路を対象とした予測計算方法と
して ASJ Model 1998を発表した [8]。このモデ
ルには高架構造物音の予測も新たに含められてい
る。更に，その後も適用範囲の拡大，予測計算方
法の精緻化，予測精度の向上を目指して検討を行
い，平成 16年 4月にASJ RTN-Model 2003 [9]，
平成 21年 4月には ASJ RTN-Model 2008を発
表した [10]。

ASJ Model 1998以降の予測モデルは，その発
表に併せて我が国における「道路環境影響評価の
技術手法」[11, 12] の中で全面的に採用され，道路
交通騒音に係る環境アセスメント（将来予測）の実
施に利用されている。また，一方では，将来予測
としての利用に止まらず，環境モニタリング（常
時監視等）における現状の騒音推計や環境保全措
置（環境対策）の検討にも利用されている。
このように，予測モデルが環境管理に広く利用

されることを念頭におき，ASJ RTN-Model 2008
発表後も積み残された課題の解決に取り組み，調
査研究を継続してきた。そして，当初より掲げて
いた 5年ごとの予測モデルの見直しを行い，その
成果としてこのたび新たな予測モデルASJ RTN-
Model 2013を発表することとした。
本報告は，委員全員による討議を重ねた結果を

取りまとめたもので，検討班ごとに執筆を分担し
た。表–1.1に当委員会の構成並びに委員を示す。

予測モデル改定の要点

今回発表する予測モデルの目次構成を表–1.2に
示す。その内容は，ASJ RTN-Model 2008を基

－　参 - 1　参



道路交通騒音の予測モデル “ASJ RTN-Model 2013” 173

表–1.1 日本音響学会道路交通騒音調査研究委員会の構成

幹 事 会 ◎坂本慎一（東大），今泉博之（産総研），大久保朝直（小林理研），岡田恭明（名城大），田
近輝俊（環境技術研究所），筑井啓介∗1（自動車研），福島昭則（ニューズ環境設計），松本
敏雄（小林理研），横田考俊∗2（小林理研），吉永弘志∗1（国土交通省）

音源特性検討班 ○田近輝俊，坂本慎一，岩瀬昭雄（新潟大），岡田恭明，押野康夫（自動車研），筑井啓介∗1，
角湯克典∗3（国土交通省），田中輝栄（東京都），福島昭則，松本敏雄

伝搬計算検討班 ○福島昭則，坂本慎一，今泉博之，岩瀬昭雄，大久保朝直，岡田恭明，田近輝俊，藤本一壽
（九州大），松本敏雄，三宅龍雄（綜合技術コンサルタント），横田考俊∗2，吉久光一（名城大）

道路特殊箇所検討班 ○松本敏雄，坂本慎一，今泉博之，岩瀬昭雄，大久保朝直，岡田恭明，田近輝俊，福島昭則，
藤本一壽，三宅龍雄，横田考俊∗2

海外手法調査班 ○岡田恭明，坂本慎一，今泉博之，大久保朝直，押野康夫，筑井啓介∗1

顧 問 橘 秀樹（千葉工大），山本貢平（小林理研）

◎：委員長，○：班長，∗1：～平成 23 年度，∗2：平成 23 年度～，∗3：平成 24 年度～

本としているが，主として以下の点が更新されて
いる。
（1）音 源 特 性
•ハイブリッド自動車（HV），電気自動車（EV）
のA特性音響パワーレベルに関して，最新の
知見を整理し，参考資料 R1に示した。

•二層式排水性舗装による騒音低減に関して，
最新の知見を整理し，参考資料 R2に示した。

（2）伝 搬 計 算
•回折に伴う減衰に関する補正に関して，吸音
性障壁に対する計算方法を新たに追加した。

•周波数ごとの伝搬計算に関して，内容を更新
し，付属資料 A2に示した。

•波動数値解析による騒音の計算方法に関して，
内容を更新し，付属資料 A4に示した。

（3）道路特殊箇所の騒音
•インターチェンジ部について，自動料金収受
システム（ETC）を設置した料金所を通過す
る自動車の速度並びに前後の加減速時の加速
度を，実測結果に基づき暫定的に設定した。

•掘割・半地下部の指向性点音源モデルによる
簡易計算法について，構造による補正式を見
直して，より汎用性のある方法に変更した。
また，半地下部に用いられる吸音ルーバーの
設置効果の計算方法を新たに追加した。

（4）建物・建物群背後における騒音
•建物群背後における騒音予測には，これまで
に線音源モデルによる計算方法を示してきた
が，今回は点音源モデルによる計算方法を新
たに追加した。
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表–1.2 ASJ RTN-Model 2013 の構成

章 節

1. 予測計算方法の概要 1.1 適用範囲
1.2 用語の意味
1.3 予測計算の流れと基本式

2. 音源特性 2.1 車種分類
2.2 自動車走行騒音パワーレベルのモデル式
2.3 各種要因による補正
2.4 自動車走行騒音の周波数特性

3. 伝搬計算 3.1 伝搬計算の基本式
3.2 回折に伴う減衰に関する補正量 ∆Ldif

3.3 地表面効果に関する補正量 ∆Lgrnd

3.4 空気の音響吸収に関する補正量 ∆Lair

3.5 反射音の計算方法
3.6 気象の影響

4. 道路特殊箇所の騒音 4.1 インターチェンジ部
4.2 連結部
4.3 信号交差点部
4.4 トンネル坑口周辺部
4.5 掘割・半地下部
4.6 高架・平面道路併設部，複層高架部

5. 高架構造物音 5.1 適用範囲
5.2 高架構造物音の計算方法

6. 建物・建物群背後における騒音 6.1 単独建物の背後における騒音
6.2 建物群背後における騒音

付属資料 付属資料 A1 自動車走行騒音の周波数特性
付属資料 A2 周波数ごとの伝搬計算法
付属資料 A3 信号交差点部の騒音の計算方法
付属資料 A4 波動数値解析による騒音の計算方法

参考資料 参考資料 R1 ハイブリッド・電気自動車の走行騒音のパ
ワーレベル

参考資料 R2 二層式排水性舗装の騒音低減効果
参考資料 R3 先端改良型遮音壁に関する伝搬計算法
参考資料 R4 単純条件下での LAeq,T の簡易計算法
参考資料 R5 予測精度に関する検討

究所資料第 714 号 (2013).
[12] 財団法人道路環境研究所, 道路環境影響評価の技術手
法 2, 2007 年改訂版（丸善, 東京, 2007）.

本 文

1. 予測計算方法の概要

ここでは，ASJ RTN-Model 2013の適用範囲，
本予測モデルで用いる用語の意味及び予測計算に
おける基本的考え方と予測計算の手順の概略につ
いて述べる。

1.1 適 用 範 囲

ASJ RTN-Model 2013が適用できる条件は以
下のとおりとする。ただし，高架構造物音の予測

計算に関する適用範囲については 5章を参照。
（1）対 象 道 路

道路一般部（平面，盛土，切土，高架）と道路特
殊箇所（インターチェンジ部，連結部，信号交差
点部，トンネル坑口周辺部，掘割・半地下部，高
架・平面道路併設部，複層高架部）。

（2）交 通 量

制限なし。

（3）自動車の走行速度

自動車専用道路と一般道路の定常走行区間につ
いては 40 km/hから 140 km/h，一般道路の非定
常走行区間については 10 km/hから 60 km/h，自
動車専用道路のインターチェンジ部などの加減速・
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停止区間については 0 km/hから 80 km/h，一般
道路の信号交差点付近などの加減速・停止区間に
ついては 0 km/hから 60 km/hとする。
（4）予 測 範 囲

道路から水平距離 200mまで，高さ 12mまで
とする。

注記：検証されているのは上記の範囲であるが，原理的に
は適用範囲に制限はない。

（5）気 象 条 件

無風で特に強い気温勾配が生じていない状態を
標準とする。

1.2 用語の意味

ASJ RTN-Model 2013で用いる道路交通騒音
に関連する主要な用語の意味は，以下のとおりと
する。

（1）騒音レベル/A特性音圧レベル（LA）

JIS Z 8731:1999による（ただし，この JISでは
記号としてLpAが用いられている）。JIS C 1509-
1:2005によれば A 特性時間重み付きサウンドレ
ベルともいう。

（2）等価騒音レベル（LAeq,T）

JIS Z 8731:1999 による。時間 T を省略して
LAeqと標記することもある。JIS C 1509-1:2005
によればA特性時間平均サウンドレベルともいう。
（3）単発騒音暴露レベル（LAE）

自動車が 1台通過したときなど，単発的に発生
する騒音の A 特性 2 乗音圧を発生時間全体にわ
たって積分し，単位時間（1 s）で基準化してレベル
表示した量（単位：dB）であり，次式で表される。

LAE = 10 log10

⎡
⎢⎢⎢⎣

1
T0

∫ t2

t1

p2
A(t)dt

p2
0

⎤
⎥⎥⎥⎦ (1.1)

ここで，T0 = 1 s（基準の時間），pA(t)は時刻 t

の瞬時 A特性音圧 [Pa]，p0 = 20 µPa（基準の音
圧），t1～t2は対象とする騒音の継続時間を含む時
間 [s]である。
（4）自動車走行騒音のA特性音響パワーレベ

ル（LWA）

1台の自動車を点音源と見なした場合，それが
放射する音響パワー（1 s当たりに放射する音響エ
ネルギー）に周波数重み付け特性Aをかけて評価
した量 PA [W]をレベル表示した量（単位：dB）

で，次式で与えられる。

LWA = 10 log10

PA

P0
(1.2)

ここで，P0 = 1 pW（基準の音響パワー）である。
なお，パワーレベルの周波数特性を表すために，
1/nオクターブバンドごとのパワーレベルで表示
した場合には 1/nオクターブバンド音響パワーレ
ベルと呼ぶ。

（5）ユニットパターン

道路上を 1台の自動車が走行したとき，一つの
予測点（観測点）における騒音レベルの時間変化
のパターン。一般には時間の関数として表される
が，予測計算の上では走行車線上の距離の関数と
して取り扱うこともある。

（6）自動車の主要音源

自動車の主たる騒音源として，エンジン騒音，排
気系騒音，吸気系騒音，タイヤ/路面騒音，駆動系
騒音，冷却系騒音などがある。本予測モデルでは
それらを総合して一つの点音源として考える。

（7）車 種 分 類

自動車の車種分類は，4車種分類（乗用車，小
型貨物車，中型車，大型車）と 2車種分類（小型
車類，大型車類）の 2通りとする。二輪車を別の
カテゴリとして分類する。

注記：ハイブリッド自動車（HV），電気自動車（EV）のパ
ワーレベルは，40 km/h以上の定常走行時では，ガソリン
エンジン車（GEV）と同程度であることから，GEVと同
じ車種に含めることとする。

（8）自動車の走行状態

ほぼ一定の速度で走行している状態（定常走行
状態）と速度が変化している状態（非定常走行状
態）に分ける。後者には，一般道路の走行状態（非
定常）とインターチェンジ部や信号交差点部など
の加減速・停止状態がある。

（9）舗装の種類

本予測モデルでは，路面の種類として密粒度ア
スファルトコンクリート舗装と空隙を有する排水
性アスファルトコンクリート舗装を対象とする。
以降，前者を密粒舗装，後者を排水性舗装（高機
能舗装，低騒音舗装と呼ぶこともある）と呼ぶ。

注記：更なる機能維持効果，騒音低減効果の向上を目指し，
排水性舗装の表層上部をより小さな粒径の骨材に置き換え
た二層式排水性舗装も開発されているが，本予測モデルで
は，最大粒径 13 mm，設計空隙率 20%の排水性舗装を対
象としている。
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（10）遮 音 壁

遮音壁には大別して表面が反射性の材料で構成
される反射性遮音壁と音源側の表面を吸音処理し
た吸音性遮音壁の 2種類がある。道路交通騒音の
伝搬経路における対策としては，金属製の吸音性
遮音壁が広く用いられている。

注記：代表的な金属製の吸音性遮音壁（統一型遮音壁と呼
ばれることもある）の構造は，厚さ 95 mm の金属ボック
スの中にグラスウール（厚さ 50 mm，密度 32 kg/m3）が
保護のためのフィルムに包まれて挿入されている。道路側
の表面板はスリット孔を有するアルミ板，背面は遮音性能
を考慮して亜鉛鉄板（厚さ 1.6 mm）となっている。

（11）高架構造物音

高架道路上を自動車が走行したとき，その加振
力によって高架構造物の床版，桁などが振動し，
それによって床版の裏面，桁などの表面から放射
される騒音。ただし，伸縮継手部を加振源として
発生する衝撃音（ジョイント音と呼ぶこともある）
は含めない。

（12）実効的流れ抵抗（σe）

地表面などの有限インピーダンス表面上で観測
される超過減衰に対して，理論値をカーブフィッ
ティングさせることによって算定される等価的な
流れ抵抗（単位：kPa s/m2）。媒質中の流速と圧
力差から直接測定される流れ抵抗（σ）とMikiが
提案するインピーダンスモデル [13]中での役割は
同じであるが，上述のように超過減衰から算定さ
れる量を特に区別して呼ぶ。

1.3 予測計算の流れと基本式

本予測モデルの原理と基本式，予測計算方法の
流れは以下のとおりである。

1.3.1 予測法の原理と基本式

LAeq,T を騒音評価量とするエネルギーベース
の道路交通騒音の予測計算においては，対象とす
る道路上を点音源と見なせる 1台の自動車が走行
したときの予測点における騒音レベルの時間変化
（ユニットパターン）及びその時間積分値を求める
ことが基本となる。その結果に交通条件（交通量，
車種構成など）を考慮して，予測点における騒音
のエネルギー的な時間平均値を求める。具体的な
手順は次のとおりである。
まず，対象とする道路（車線）を幾つかの区間

に分割する（図–1.1参照）。次に一つの分割区間
に着目し，その中点を代表点（音源点）に選んで
その点から所定の予測点までの音の伝搬を計算す

図–1.1 音源点から予測点への音の伝搬

図–1.2 ユニットパターン

る。その場合，その区間 i内における音源（自動
車）が放射するA特性音響パワー PA,i（又はA特
性音響パワーレベル LWA,i）を設定し，伝搬計算
によって予測点におけるA特性音圧 pA,i（又はA
特性音圧レベル LA,i）を，幾何拡散（逆 2乗則）
を基本とした式によって計算する（この間は，走
行速度 vi 及び音源の音響パワー PA,i は一定とす
る）。すべての分割区間からの寄与をエネルギー的
に加算するために，予測点におけるA特性音響エ
ネルギー密度に比例する量としてA特性 2乗音圧
p2
A,i を考える。
音源が i番目の区間に存在する時間∆ti [s]につ

いては，その間，音源がその区間の中心に停止し
ていると考え，次式によって予測点に到達する音
の A特性 2乗音圧を∆ti にわたって時間積分し，
その間の A特性音響暴露量 EA,i [Pa2s] を求める
（図–1.2参照）。

EA,i = p2
A,i · ∆ti = p2

A,i ·
∆li
vi

(1.3)

ここで，∆liは i番目の区間の長さ [m]，viは i番
目の区間における自動車の走行速度 [m/s]である。
以上の計算を道路の分割区間ごとに行い，それ

らの結果から，1台の自動車が対象とする道路の
全延長を通過する間の予測点における A 特性 2
乗音圧の時間積分値の総量（A 特性音響暴露量）
EA [Pa2s]を次式によって求める。
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図–1.3 道路交通騒音の予測計算の手順

EA=
∑

i

EA,i =
∑

i

p2
A,i ·∆ti

=
∑

i

p2
A,i ·

∆li
vi

=
∑

i

p2
A,i ·

3.6∆li
Vi

(1.4)

ただし，Vi は i番目の区間における自動車の走行
速度 [km/h] （vi = Vi/3.6）である。
ここで，式 (1.4)を次式に示すようにレベル表
示した量が単発騒音暴露レベル LAE である。

LAE = 10 log10

EA

E0

= 10 log10

(
1
T0

∑
i

10LA,i/10 · ∆ti

)

(1.5)

ここで，E0 = 4 × 10−10 Pa2s（基準の音響暴露
量）である。
以上の計算によって求められた 1台の自動車が

走行したときの単発騒音暴露レベルLAE に，T [s]

時間内の交通量 NT [台] を考慮することにより，
次式で表されるように，等価騒音レベルLAeq,T が
求められる。

LAeq,T = 10 log10

(
10LAE/10 · NT

T

)

= LAE + 10 log10

NT

T
(1.6)

1.3.2 予測計算の手順

本予測モデルにおける道路交通騒音の予測計算
の手順を図–1.3に示す。計算手順の概要は，以下
のとおりである。
（1）道路構造・沿道条件・予測点の設定

道路構造及び音源の位置，予測点，伝搬経路上
に存在する音響障害物の位置，地表面性状等の計
算条件を設定する。
（2）計算車線位置の設定

計算車線位置は，実際の車線中心にそれぞれ 1
車線ずつ配置する。ただし，複数車線を一つの仮
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想的車線に集約させることも可能である。例えば，
上下車線のそれぞれの中央に，仮想的車線を 1車
線ずつ配置してもよい。
（3）離散点音源の設定

設定した車線上に離散的に配置する点音源は，
道路一般部のように音源位置による伝搬特性の変
化が小さい場合には，道路に対する予測点からの
垂線と車線の交点を中心として ±20 l（l：計算車
線から予測点までの最短距離）の範囲に l以下の
間隔で配置すればよい。

注記：道路特殊箇所等において，自動車の走行速度が加減
速に伴って変化する場合や音源–予測点の位置関係によっ
て伝搬特性が急激に変化するような場合には，設置間隔の
細分化を図るなど，十分な注意が必要である。

（4）音源のパワーレベルの設定

LWAは，自動車の走行状態（定常，非定常，加
速，減速，停止），走行速度及び補正条件（舗装路
面の種類，道路の縦断勾配，指向性及びその他の
要因によるレベル変化）を考慮して設定する。
（5）ユニットパターンの計算

1台の自動車が道路上を単独で走行するときの
予測点におけるユニットパターン LA,iを車線別・
車種別に求める。
（6）ユニットパターンのエネルギー積分と

LAeq の計算

ユニットパターンの時間積分値（単発騒音暴露
レベル LAE）を計算する。その結果に対象とする
時間 T [s]内の交通量 NT [台]を考慮し，その時
間のエネルギー平均レベルである等価騒音レベル
LAeq,T を求める。
以上の計算を車線別・車種別に行い，それらの

結果のレベル合成値を計算して予測点における道
路全体からの騒音の LAeq,T とする。
高架道路の周辺の騒音を予測する場合には，自

動車走行騒音のほかに，必要に応じて高架構造物音
を計算する。また，高架道路の上下線がセパレー
ト構造となっていて，中央分離部が開いている場
合には，各々の高架道路が単独で存在していると
考えて計算する。建物群による減衰，風の影響に
よる変化量を予測する必要がある場合にはこれら
の影響を計算する。

文 献

[13] Y. Miki, “Acoustical properties of porous materi-
als — Modifications of Delany-Bazley models —,” J.
Acoust. Soc. Jpn. (E), 11, 19–24 (1990).

2. 音 源 特 性

自動車走行騒音の音響パワーレベルは，車種や
走行速度以外に路面の性状，道路の縦断勾配など
によって変化し，また放射指向性を考慮しなけれ
ばならない場合もある。ASJ RTN-Model 2013
におけるパワーレベルの基本式は，車種分類ごと
に速度の関数としているが，その他の要因による
影響については，個々に補正項を設けて考慮する
こととしている。

2.1 車 種 分 類

車種分類は，表–2.1に示すように基本的には 4
車種分類又は 2車種分類を適用する。これらの分
類は，ナンバープレート（登録標板）の種類と分
類番号及び外観によって行う。4車種分類は音響
的特徴を重視した場合の分類で，2車種分類は実
用性を考慮した分類である。二輪車からの発生騒
音を別途考慮する場合には，表–2.2に示す二輪車
のカテゴリを追加することができる [14]。
道路交通騒音の予測では，自動車単体のパワー

レベルだけではなく走行する自動車の車種構成比
率が重要で，それを表す指標として車種別混入率
がある。2車種分類では大型車類（大型車と中型
車）混入率が広く用いられているが，これを単に
大型車混入率と呼ぶ場合もある。

注記：車種分類において，ハイブリッド自動車（HV），電
気自動車（EV）のカテゴリは設けていない。これらの車
両による自動車走行騒音のパワーレベルの知見を参考資料
R1 に示す。

2.2 自動車走行騒音パワーレベルのモデル式

自動車走行騒音は，基本的には速度，エンジン
回転数，負荷等の走行状態によって変化するが，実
用性・簡便性を考慮して，本予測モデルでは従来
どおりパワーレベルを走行速度の関数として与え
る。また，パワーユニットのレイアウトや車体形
状に起因する指向性，路面の舗装種別や縦断勾配
等による発生騒音の変化については補正量として
考慮する。

2.2.1 基 本 式

自動車走行騒音の A 特性音響パワーレベル
LWA [dB]は次式で計算する。

LWA = a + b log10 V + C (2.1)

ここで，V は走行速度 [km/h]，aは車種別に与え
られる定数，bは速度依存性を表す係数（2.2.2項，
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表–2.1 車種分類（二輪車以外）

2 車種分類 4 車種分類 ナンバープレートの頭一文字及び分類条件

小型車類

乗用車
3，5，7，4（バン）
•乗車定員 10 人以下の車両

小型貨物車 4（バンを除く），6

大型車類

中型車
1，2

•長さが 4.7m を超える貨物自動車で，大型車を除く（大部分は 2 軸車）
•乗車定員 11 人以上 29 人以下の中型バス

大型車

1*，2*，9，0

•車両総重量 8トン以上，又は最大積載量が 5トン以上の貨物自動車（大部分は 3軸以上）
•乗車定員 30 人以上の大型バス
•大型特殊自動車

表–2.2 車種分類（二輪車）

車種分類 分類条件

二輪車 •自動二輪車，原動機付自転車
注 1）分類番号の頭一文字 8の特種用途自動車は，実態によって区分する。
注 2）*は大型プレート（長さ 440 mm，幅 220 mm）を意味する。なお，中

型車のナンバープレートは小型車類と同じ寸法（長さ 330 mm，幅
165 mm）である（大型車と中型車の分類は，平成 19 年 6 月に改正
された道路交通法上の分類とは必ずしも一致していない）。

注 3）軽自動車は，分類番号の頭一文字 4 及び 5 の中に含まれる。

2.2.3項参照），Cは各種要因による補正項（ただし基
準値として，敷設後数年以内の密粒舗装の道路を走
行した際のパワーレベルを用いている）である。

LWA は，路面性状や道路勾配等の道路条件に
よって変化する。更に，自動車は複数の音源から
構成されており，それらから発生した騒音は車体
形状の影響を受けて指向性を持つ。これらの要因
によるパワーレベルの変化を考慮するために，補
正項 C を次式で計算する。

C = ∆Lsurf + ∆Lgrad + ∆Ldir + ∆Letc

(2.2)

ここで，∆Lsurf は排水性舗装等による騒音低減に
関する補正量 [dB]，∆Lgrad は道路の縦断勾配に
よる走行騒音の変化に関する補正量 [dB]，∆Ldir

は自動車走行騒音の指向性に関する補正量 [dB]，
∆Letcはその他の要因に関する補正量 [dB]である。

2.2.2 定常・非定常走行区間のパワーレベル

式 (2.1)における定数 a及び係数 bの値は，下
記のように定義される道路の定常走行区間と非定
常走行区間の別に与えられる。

注記 1：ここで述べる非定常走行区間のパワーレベル式を
適用すると，加速状態，減速状態，停止状態を含む，一般道
路における平均的なパワーレベルを求めることができる。

注記 2：ASJ RTN-Model 2008 で提案したパワーレベル
式は，平成 3年～10年に調査されたデータによるものであ
る。その後，引き続きパワーレベルの調査が行われ，パワー
レベル式を継続的に検討した。その結果，車種によっては有
意な差が認められたが，更なるデータの蓄積や継続的な検討
が必要であると判断し，このモデルでは ASJ RTN-Model
2008 によるパワーレベル式を踏襲した [15]。

1）定常走行区間：自動車専用道路又は信号交差
点から十分離れた一般道路で，自動車がトップギ
ヤに近いギヤ位置で走行する区間。走行速度 V は
40 km/hから 140 km/hの範囲とする。

2）非定常走行区間：信号交差点を含む一般道路
で，自動車が頻繁に加速・減速を繰り返しながら走
行する区間。走行速度V は10 km/hから60 km/h
の範囲とする。
本予測モデルで設定したA特性音響パワーレベ
ルの模式図を図–2.1に，また定数 a及び係数 bの
値を表–2.3から表–2.5に示す。速度依存性を表す
係数 bの値は，各車種とも定常走行区間で 30，非
定常走行区間で 10とする。

2.2.3 加速・減速区間のパワーレベル

加速状態や減速状態が含まれる区間のA特性音
響パワーレベルを個別に求める場合は，以下のと
おりとする。
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（1）自動車専用道路の料金所付近のパワーレベル

1）加速走行状態：料金所における停止状態から
発進加速を経て本線に合流し，定常走行に移行す
るまでの走行状態で，1 km/hから 80 km/hまで
の速度範囲とする。停止時から速度 1 km/h未満
については一定のパワーレベル（減速走行状態の
式に V = 10 km/hを代入した値）を用いる。ま
た，80 km/h以上の速度域においては定常走行区
間と見なす。

2）減速走行状態：自動車が本線における定常走

図–2.1 自動車走行騒音の A特性音響パワーレベルの模式
図（定常・非定常走行区間）

表–2.3 定常・非定常走行区間における定数 a，係数 b の値（4 車種分類）

車種分類
定常走行区間

(40 km/h � V � 140 km/h)

非定常走行区間
(10 km/h � V � 60 km/h)

a b a b

乗用車 46.4

30

82.0

10
小型貨物車 47.6 83.2

中型車 51.5 87.1

大型車 54.4 90.0

表–2.4 定常・非定常走行区間における定数 a，係数 b の値（2 車種分類）

車種分類
定常走行区間

(40 km/h � V � 140 km/h)

非定常走行区間
(10 km/h � V � 60 km/h)

a b a b

小型車類（乗用車＋小型貨物車） 46.7
30

82.3
10

大型車類（中型車＋大型車） 53.2 88.8

表–2.5 定常・非定常走行区間における定数 a，係数 b の値（二輪車）

車種分類
定常走行区間

(40 km/h � V � 140 km/h)

非定常走行区間
(10 km/h � V � 60 km/h)

a b a b

二輪車 49.6 30 85.2 10

行状態から減速して料金所で停止するまでの走行
状態で，140 km/hから 10 km/hまでの速度範囲
とする。速度 10 km/h 未満については 10 km/h
のパワーレベルを適用する。
上記のように設定したA特性音響パワーレベル
の模式図を図–2.2(a)に示す。
（2）連結部付近のパワーレベル

連結部とは，自動車専用道路のランプから一般道
路に合流するときに，加速走行状態から定常走行状
態へと移行する区間（又はその逆の区間）をいう。

1）加速走行状態：1 km/hから 60 km/hまでの
速度範囲とし，60 km/h以上の速度域においては
定常走行状態と見なす。

2）減速走行状態：速度 10 km/h以上の速度範
囲とし，10 km/h 未満については 10 km/h のパ
ワーレベルを適用する。

（3）信号交差点付近のパワーレベル

1）加速走行状態：信号交差点における停止状態
から発進加速を経て定常走行に移行するまでの走行
状態で，1 km/hから 60 km/hまでの速度範囲とす
る。停止時から速度 1 km/h未満については一定の
パワーレベル（減速走行状態の式に V = 10 km/h
を代入した値）を用いる。また，60 km/h以上の
速度域においては，定常走行区間と見なす。

－　参 - 9　参
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図–2.2 加速・減速区間における A 特性音響パワーレベルの模式図

2）減速走行状態：自動車が定常走行状態から
減速して信号交差点で停止するまでの走行状態
で，10 km/h以上の速度範囲とする。なお，速度
10 km/h 未満については 10 km/h のパワーレベ
ルを適用する。
連結部付近及び信号交差点付近におけるA特性

音響パワーレベルの模式図を図–2.2(b)に示す。
料金所付近，連結部付近，信号交差点付近にお

ける走行状態別の定数 a及び係数 bの値を表–2.6

から表–2.8に示す。

2.3 各種要因による補正

ここでは，排水性舗装路面，縦断勾配，指向性
等に関する補正項 C について述べる。

2.3.1 排水性舗装路面に関する補正量∆Lsurf

排水性舗装による自動車走行騒音の低減効果は，
車種別に効果が異なること，また施工後の経過時
間によって変化することが知られている。そこで
本予測モデルでは，排水性舗装による自動車走行
騒音の低減に伴う補正量 ∆Lsurf を以下のように
与える。なお，二輪車については ∆Lsurf を常に
0 dBとする。
（1）一 般 道 路

1）停止時

小型車類，大型車類 ∆Lsurf = 0 (2.3)

2）走行速度 60 km/hまで

小型車類 ∆Lsurf =−5.7+7.3 log10(y+1)

(2.4)

大型車類 ∆Lsurf =−3.9+3.6 log10(y+1)

(2.5)

ここで，yは施工後の経過時間 [年]。

注記：この ∆Lsurf を適用して計算された LWA が，停止
時の LWA を下回る場合には，停止時の LWA を用いる。

（2）自動車専用道路

1）走行速度 60 km/h未満

小型車類 ∆Lsurf =−5.7+6.4 log10(y+1)

(2.6)

大型車類 ∆Lsurf =−3.9+3.6 log10(y+1)

(2.7)
2）走行速度 60 km/h以上

小型車類 ∆Lsurf =3.2−5 log10 V

+6.4 log10(y+1)(2.8)

大型車類 ∆Lsurf =5.0−5 log10 V

+3.6 log10(y+1)(2.9)

ここで，V は走行速度 [km/h]，yは施工後の経過
時間 [年]。

注記 1：∆Lsurf は，施工後 15 年までの自動車専用道路
と施工後 7年までの一般道路（どちらも積雪地を除く）に
おける定常走行データ [16] に基づいて設定した。従って，
∆Lsurf の適用範囲は上記データを取得した期間内とする。
また，非定常走行区間，減速走行区間及び交差点部におけ
る加速走行区間にも適用可能とする。
注記 2：二層式排水性舗装に関する騒音低減効果を，参考
資料 R2 に示す。

2.3.2 縦断勾配に関する補正量∆Lgrad

道路の縦断勾配によるパワーレベルの変化を考

－　参 - 10　 
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表–2.6 加速・減速区間における定数 a，係数 b の値（4 車種分類）

車種分類

料金所付近 連結部付近・交差点付近

減速走行状態
(10 km/h � V � 140 km/h)

加速走行状態
(1 km/h � V � 80 km/h)

減速走行状態
(10 km/h � V )

加速走行状態
(1 km/h � V � 60 km/h)

a b a b a b a b

乗用車 46.4

30

84.5

10

46.4

30

82.0

10
小型貨物車 47.6 85.7 47.6 83.2

中型車 51.5 89.6 51.5 87.1

大型車 54.4 92.5 54.4 90.0

表–2.7 加速・減速区間における定数 a，係数 b の値（2 車種分類）

車種分類

料金所付近 連結部付近・交差点付近

減速走行状態
(10 km/h�V �140 km/h)

加速走行状態
(1 km/h�V �80 km/h)

減速走行状態
(10 km/h�V )

加速走行状態
(1 km/h�V �60 km/h)

a b a b a b a b

小型車類
（乗用車＋小型貨物車）

46.7

30

84.8

10

46.7

30

82.3

10
大型車類

（中型車＋大型車）
53.2 91.3 53.2 88.8

表–2.8 加速・減速区間における定数 a，係数 b の値（二輪車）

車種分類
料金所付近 連結部付近・交差点付近

減速走行状態
(10 km/h � V � 140 km/h)

加速走行状態
(1 km/h � V � 80 km/h)

減速走行状態
(10 km/h � V )

加速走行状態
(1 km/h � V � 60 km/h)

a b a b a b a b

二輪車 49.6 30 87.7 10 49.6 30 85.2 10

表–2.9 補正を適用する縦断勾配の最大値

走行速度 [km/h] igrad,max [%]

40 7

50 6

60 5

80 4

100 3

慮する場合には，補正量 ∆Lgrad を次式によって
計算する。

∆Lgrad = 0.14 igrad + 0.05 i2grad

0 ≤ igrad ≤ igrad,max (2.10)

ここで，igradは道路の縦断勾配 [%]，igrad,maxは
補正を適用する縦断勾配の最大値 [%]で，走行速
度別に表–2.9で与えられる。この補正は，十分長
い上り勾配の密粒舗装道路を走行する大型車類に
のみ適用する。

注記：この補正量は，車両の運動方程式 [17]を用いて求め
た勾配区間における走行負荷から算定した [18]。

2.3.3 指向性に関する補正量∆Ldir

自動車はエンジン，タイヤ，マフラ等の複数の
音源からなる複合音源で，放射指向性を持ってい
る [19, 20]。この指向性を考慮する場合は，以下の
方法による。
自動車走行騒音の指向性に関する補正量∆Ldir

は，次式によって与えられ，密粒舗装と排水性舗
装の両方に適用することができる。なお，自動車
の走行速度は 40 km/h以上とする。

∆Ldir =

⎧⎪⎨
⎪⎩

(a+b · cos ϕ+c · cos 2ϕ) cos θ

ϕ < 75◦

0 ϕ ≥ 75◦

(2.11)

ここで，座標系は図–2.3，係数 a, b, cは表–2.10

に示すとおりとする。また，θ � 80◦ の場合は，
θ = 80◦とする。なお，θは，θの水平面への投影
角度 Θ と以下の関係にある。

θ = tan−1(sinϕ tanΘ) ϕ �= 0 (2.12)

この補正は，高架裏面反射音の計算や道路近傍に
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図–2.3 座標系のとり方

表–2.10 係数 a, b, c の値

車種分類
係数

a b c

小型車類 −1.8 −0.9 −2.3

大型車類 −2.6 −1.1 −3.4

ある建物の高層階における騒音の予測に適用する。

注記：背の高い遮音壁が設置されている場合についても適用
することは可能であるが，反射性遮音壁の場合には，遮音壁
表面や車体等での多重反射が生じるので注意が必要である。

2.3.4 その他の要因に関する補正量∆Letc

その他の要因に関する補正では，違法改造車（設
定外のタイヤやマフラを装着している車両），タイ
ヤの種類，路面の温度等による走行騒音の変化が考
えられる。ただし，現在のところ上記要因と発生騒
音の関係に関する定量的な知見が得られるには至っ
ていないため，現時点では，∆Letc = 0とする。

2.4 自動車走行騒音の周波数特性

密粒舗装及び排水性舗装の路面上における自動
車走行騒音の周波数特性を付属資料 A1に示す。

注記：ASJ RTN-Model 2008 提案以後，自動車走行騒音
の周波数特性の計測結果を用いてスペクトルモデルを検討
した。その結果，周波数特性に大きな違いは認められなかっ
た [21]。
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3. 伝 搬 計 算

この章では，騒音の伝搬に関して，幾何拡散（逆
2乗則）による距離減衰を基本とし，回折に伴う減
衰，地表面効果による減衰，空気の音響吸収による
減衰などの各種補正を加えた実用計算方法を示す。
また，風などの気象の影響による騒音レベルの変
化量，反射音や透過音の計算方法を示す。以下に
示す方法は，騒音レベルのオーバオール値（すべて
の周波数成分の合成値）を直接算出する方法であ
る。なお，周波数成分ごとの計算方法については
付属資料 A2に示す。また，複雑な境界条件の計
算を行う場合には，波動数値解析による計算方法
（付属資料 A4参照）や縮尺模型実験 [22]による。

3.1 伝搬計算の基本式

1台の自動車が走行したとき，i番目の音源位置
（図–1.1参照）に対して予測点で観測される A特
性音圧レベル LA,iを，無指向性点音源からの半自
由空間における音の伝搬と各種の要因による減衰
を考慮して，次式で計算する。

LA,i = LWA,i − 8 − 20 log10 ri + ∆Lcor,i

(3.1)

ここで，LA,i は i番目の音源位置から予測点に伝
搬する騒音の A特性音圧レベル [dB]，LWA,i は
i番目の音源位置における自動車走行騒音の A特
性音響パワーレベル [dB]，riは i番目の音源位置
から予測点までの直達距離 [m]，∆Lcor,iは i番目
の音源位置から予測点に至る音の伝搬に影響を与
える各種の減衰に関する補正量 [dB]で，次式で
計算する。

∆Lcor,i = ∆Ldif,i + ∆Lgrnd,i + ∆Lair,i

(3.2)

ここで，∆Ldif,iは回折に伴う減衰に関する補正量
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表–3.1 回折補正量の記号と計算式の一覧

項目 記号 内容 計算式

基本量 ∆Ld 回折補正量を計算する場合の基本となる量の計算 式 (3.3)

遮音壁（1 回回折）
∆Ldif,sb 一般的な遮音壁，法肩部などでの 1 回回折に伴う回折補正

量の計算（半無限長遮音壁の扱い）
式 (3.4)

Cdif,abs 統一型遮音壁の吸音効果に関する補正量 式 (3.5)

有限長遮音壁 ∆Ldif,fb 遮音壁が有限長の場合の回折補正量の計算 式 (3.6)，式 (3.7)

築堤・厚みのある障壁 ∆Ldif,dd 築堤や建物など，回折点が二つある場合の回折補正量の計算 式 (3.8)

多重遮音壁 ∆Ldif,db

∆Ldif,tb

おおむね 5 m 以上離れて設置された複数の遮音壁での多重
回折補正量の計算

式 (3.9)～式 (3.12)

張り出し型遮音壁 ∆Ldif,hb 遮音壁先端部が張り出しなどで厚みを持つ場合の回折補正量
の計算

3.2.6 項参照

先端改良型遮音壁 ∆Ldif,emb 先端の音響的工夫により効果を向上させた遮音壁の回折補正
量の計算

参考資料 R3 参照

低層遮音壁 ∆Ldif,low 平面道路の高さ 1 m 程度の遮音壁の回折補正量の計算
挿入損失として計算

式 (3.13)

遮音壁の透過音 ∆Ldif,trans 遮音壁の透過音を考慮した回折補正量の計算 式 (3.14)，式 (3.15)

[dB]，∆Lgrnd,iは地表面効果による減衰に関する
補正量 [dB]，∆Lair,i は空気の音響吸収による減
衰に関する補正量 [dB]である。以下，音源位置に
関する添え字 iは省略して表記する。

3.2 回折に伴う減衰に関する補正量∆Ldif

遮音壁などの音響障害物による回折に伴う減衰
に関する補正量∆Ldif（以下，回折補正量と呼ぶ）
は，回折経路差 δ から求まる基本量 ∆Ld を用い
て以下に示す方法で算出する。回折補正量の一覧
を表–3.1に示す。表–3.1に示す回折補正量を総称
して∆Ldif で表す。

注記：回折補正量が −30 dBを超えるような場合には風の
影響等で計算値ほどの効果が得られないこともあるため注
意を要する。

3.2.1 回折補正量計算の基本量∆Ld

回折補正量計算の基本量∆Ldは，点音源S，回折
点O，予測点Pに関する回折経路差 δ [m]（図–3.1

参照）を用いて式 (3.3)で計算する。

∆Ld

=

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

−20−10 log10(cspecδ)
cspecδ≥1

−5− 17.0·sinh−1(cspecδ)0.414

0≤cspecδ<1

min[0,−5 + 17.0·sinh−1(cspec|δ|)0.414]
cspecδ<0

(3.3)

図–3.1 直達経路 R = SP, 回折経路 L = SO + OP，回折
経路差 δ の定義

表–3.2 係数 cspec の値

騒音の分類 cspec

自動車走行騒音
密粒舗装 0.85

排水性舗装
0.75

1 年未満 0.65

高架構造物音 橋種区分無し 0.60

ここで，Pから Sが見える場合には δの符号を負
とする。また，min[a, b] は，数値 a, b のうち小
さい値を表す。係数 cspecを表–3.2に示す。また，
∆Ld と δ の関係を図–3.2に示す。

注記 1：上記計算式は，前川の回折計算チャート [23, 24]
と自動車走行騒音の周波数特性（付属資料 A1）を用いて作
成した。周波数別の計算値の合成値を近似するような cspec
を，カーブフィッティングにより決定した。
注記 2：排水性舗装の周波数特性は，付属資料 A1 で示す
値を用いた。
注記 3：高架構造物音については，橋種による周波数特性
の違いの影響は小さかったので橋種区分はしない。
注記 4：遮音壁などによる回折効果を計算する場合で音源
の指向性が問題となる場合には，自動車走行騒音のパワー
レベルに音源と回折点を結ぶ方向の指向性に関する補正を
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図–3.2 ∆Ld の計算チャート（経路差との関係）

行う（2.3.3 項参照）。

3.2.2 遮音壁（1回回折）の回折補正量∆Ldif ,sb

1枚のまっすぐな遮音壁や盛土・切土の法肩部
など，回折点が一つの場合の回折補正量∆Ldif,sb

は，次式で与える。なお，平面道路の縁石，ガー
ドレール，ガードケーブルなどは無視する。

∆Ldif,sb =

⎧⎪⎨
⎪⎩

∆Ld 統一型遮音壁以外
∆Ld + Cdif,abs

統一型遮音壁

(3.4)

ここで，Cdif,abs は統一型遮音壁の吸音効果によ
る補正量で，次式により計算する [25]。

Cdif,abs =

{
−0.5 log10(1 + 20δ) δ > 0
0 δ ≤ 0

(3.5)

注記 1：遮音壁の透過音が無視できない場合には透過音を
考慮する。透過音の計算方法については 3.2.9 項に示す。

図–3.3 1 パスの方法

注記 2：統一型遮音壁以外の吸音性遮音壁で，吸音率が統
一型遮音壁と同等以上と考えられる遮音壁については吸音
効果による補正量 Cdif ,abs を考慮してよい。

3.2.3 有限長遮音壁の回折補正量∆Ldif ,fb

有限長遮音壁の計算方法として，上方の回折音
だけを考慮する 1パスの方法と，上方と側方の回
折音の寄与を合成する方法を示す。
（1） 1パスの方法

図–3.3のような点音源 Sと予測点 Pを考える。
ユニットパターンの計算において線分 SPと有限
長遮音壁が交差する場合には無限長の遮音壁とし
て式 (3.4)により∆Ldif,sb を計算し，交わらない
場合には遮音壁がないものとして（高架道路であ
れば高欄を遮音壁相当として）計算する。
（2）上方と側方の回折音を考慮する方法 [26, 27]
図–3.4に示すように有限長遮音壁ABCDが，道
路端に設置されている場合を考える。遮音壁を含
む平面を図のように 4本の直線で 9分割する。有
限長遮音壁 ABCDによる回折補正量を ∆Ldif,fb

とし，次式で計算する。
1）高架道路，盛土道路，切土道路

∆Ldif,fb = ∆L1−5

= 10 log10

{
10∆L123/10

+
(
10∆L0–5/10 − 10∆L123/10

)
·
(
10∆L146/10 + 10∆L358/10

)}
(3.6)

ここで，∆Lijk...は図–3.4の領域 Γi, Γj , Γk が開
放の場合（領域 Γi, Γj , Γk 以外の領域を半無限長
障壁と考えた場合）の∆Ld である。

2）平面道路

回折補正量∆Ldif,fb は有限長障壁 ABCDの挿
入損失として与える。挿入損失として回折補正量
を計算する方法については，3.2.8項を参照。

∆Ldif,fb = ∆L1−5 − ∆L0−5 (3.7)

－　参 - 14　 
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図–3.4 有限長障壁 ABCD の回折計算のための領域分割

図–3.5 築堤の回折計算における領域分割

3.2.4 築堤・厚みのある障壁の回折補正量

∆Ldif ,dd

図–3.5に示すような築堤や建物などの厚みのあ
る音響障害物での二重回折（回折点を X，Yとす
る）の回折補正量 ∆Ldif,dd は，表面の音響イン
ピーダンス，エッジの開き角度等にかかわらず次
式で計算する [28]。

∆Ldif,dd =

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

∆LSXP

P ∈ I, II

∆LSXP + ∆LXYP + 5
P ∈ III, δSXP ≥ δSYP

∆LSYP + ∆LSXY + 5
P ∈ III, δSXP < δSYP

(3.8)

ここで，∆LABC は音の伝搬経路が ABCの場合
の ∆Ld, δABC は伝搬経路 ABCの場合の経路差
である。
なお，図–3.5において，音源 Sが音響障害物よ
りも高い位置にあるような場合には，Xあるいは
Yを頂点とする遮音壁を考え，それぞれの遮音壁
について 1回回折の計算で補正量を算出し，補正
量の絶対値が大きい方の値を採用する。

図–3.6 二重遮音壁の回折計算

図–3.7 三重遮音壁の回折計算

3.2.5 多重遮音壁の回折補正量 [29]
（1）二重遮音壁の回折補正量∆Ldif ,db

図–3.6 に示すような二つの遮音壁がおおむね
5 m以上の距離をおいて設置された場合の回折補
正量∆Ldif,db は次式で計算する。

∆Ldif,db =

⎧⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎩

∆LSXP + ∆LXYP

δSXP ≥ δSYP

∆LSYP + ∆LSXY

δSXP < δSYP

(3.9)

（2）三重遮音壁の回折補正量∆Ldif ,tb

図–3.7に示すような遮音壁が三重に設置された
場合の回折補正量∆Ldif,tb は，次式で計算する。

1）δSYP = δmax の場合

∆Ldif,tb = ∆LSYP + (∆LSXY + ∆LYZP)

(3.10)

－　参 - 15　 
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図–3.8 張り出し型遮音壁の回折計算における仮想直壁の
設定

図–3.9 張り出し型遮音壁の近似計算

2）δSXP = δmax の場合

∆Ldif,tb =

⎧⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎩

∆LSXP+(∆LXYP+∆LYZP)
δXYP≥δXZP

∆LSXP+(∆LXZP+∆LXYZ)
δXYP <δXZP

(3.11)

3）δSZP = δmax の場合

∆Ldif,tb =

⎧⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎩

∆LSZP+(∆LSXZ+∆LXYZ)
δSXZ≥δSYZ

∆LSZP+(∆LSYZ+∆LSXY)
δSXZ <δSYZ

(3.12)

ここで，δmax は δSXP, δSYP, δSZP のうちの最大
値である。

3.2.6 張り出し型遮音壁の回折補正量∆Ldif ,hb

上端を折り曲げた張り出し型遮音壁の回折補正
量 ∆Ldif,hb は，図–3.8 に示すように，音源と音
源側回折点，予測点と予測点側回折点をおのおの
結ぶ直線の交点に先端を持つ仮想直壁に対する回
折補正量 ∆Ldif,sb として，3.2.2項の方法で計算
する。

注記：図–3.8の方法で ∆Ldif ,hb を求める際，仮想直壁 O
が極端に高くなる場合には注意を要する。張り出しの長さ
がおおむね 1 m以内の張り出し型遮音壁については，図–3.9
のように厚い壁で近似し，3.2.4 項の方法で計算してもよ
い [30]。

3.2.7 先端改良型遮音壁の回折補正量∆Ldif ,emb

上端部に取り付けた吸音体などの音響的装置に
より後背地への回折音を減衰させる遮音壁を先端

図–3.10 低層遮音壁の回折補正量の計算

図–3.11 透過音計算の考え方

改良型遮音壁と呼ぶ。騒音低減効果は装置の大き
さや減音原理により異なり，伝搬計算の方法を一
般化して整理するのは難しい。参考資料 R3に示
すように，装置ごとの効果の特徴を反映させて計
算を行う。

3.2.8 低層遮音壁の回折補正量∆Ldif ,low

平面道路に設置されている高さ 1 m程度の低層
遮音壁の回折補正量 ∆Ldif,low は，遮音壁の挿入
損失として次式で計算する。

∆Ldif,low = ∆Ld,1 − ∆Ld,0 (3.13)

ここで，∆Ld,1 は図–3.10に示す配置において遮
音壁先端 O1 を頂点とした場合の∆Ld, ∆Ld,0 は
下端部 O0 を頂点とした仮想障壁の∆Ld である。

3.2.9 透過音を考慮した回折補正量∆Ldif ,trans

図–3.11に示す配置において，遮音壁を透過す
る音の寄与を考慮する場合は，次式により計算し
た透過音を考慮した回折補正量 ∆Ldif,trans を用
いる。

∆Ldif,trans = 10 log10

(
10∆Ld,1/10

+10(∆Ldif,slit−RA,RTN)/10
)

(3.14)

ここで，∆Ld,1 は遮音壁の頂点 O1 を頂点とした
場合の ∆Ld, ∆Ldif,slit はスリット回折に関する
補正量 [dB]，RA,RTNは自動車走行騒音のA特性

－　参 - 16　 
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表–3.3 一般的な遮音壁の音響透過損失の目安

遮音壁の種類 RA,RTN の目安
[dB]

吸音性遮音壁（統一型遮音壁） 25

透光型遮音壁（ポリカーボネート板，
t = 5 mm 程度）

20

図–3.12 スリット回折

図–3.13 スリット回折計算での仮想遮音壁の設定

スペクトルを考慮した遮音壁の音響透過損失 [dB]
である。参考として一般的な遮音壁の音響透過損
失の目安を表–3.3に示す。

∆Ldif,slit は，図–3.12に示すように遮音壁部を
スリット開口（O0～O1）に置き換えて，開口を
通過する音のエネルギー（遮音壁の音響透過損失
RA,RTNを 0 dBとした場合の遮音壁部分を透過す
る音のエネルギーに相当）を，図–3.13に示すよ
うに二つの仮想障壁（頂点O0及びO1）を回折す
るエネルギーの差として次式で計算する。

∆Ldif,slit

=

⎧⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎩

10 log10

(
10∆Ld,0/10 − 10∆Ld,1/10

)
SO1 + O1P ≥ SO0 + O0P

10 log10

(
10∆Ld,1/10 − 10∆Ld,0/10

)
SO1 + O1P < SO0 + O0P

(3.15)

注記：RA,RTN は，実際に使用する遮音壁，又はそれと同
等な遮音壁の音響透過損失の実験値を用いることが望まし
い。なお，実際の設置においては，パネル間の隙間や，パ

ネルと取り付け部材間の隙間の影響で実験室における音響
透過損失ほどの遮音効果が得られない場合もあるので注意
を要する。

3.3 地表面効果に関する補正量∆Lgrnd

（1）計 算 式

道路から沿道の予測点に音が伝搬する場合，路
面，道路の法面，沿道の地面など多種類の地表面
の影響を受けて減衰する。この減衰効果（超過減
衰）に関する補正量 ∆Lgrnd は，舗装路面の種類
にかかわらず，個々の地表面による減衰効果の和
として，次式で計算する [31]。

∆Lgrnd =
n∑

i=1

∆Lgrnd,i (3.16)

∆Lgrnd,i =

⎧⎨
⎩

−Ki log10

ri

rc,i
ri ≥ rc,i

0 ri < rc,i

(3.17)

ここで，∆Lgrnd,i は i番目の地表面による減衰に
関する補正量 [dB]，Ki は i番目の地表面による
超過減衰に関する係数，ri は i番目の地表面上の
伝搬距離 [m]，rc,iは i番目の地表面による超過減
衰が生じ始める距離 [m]である。
係数 Ki や定数 rc,i は地表面の種類によって異

なる。代表的な 3種類の地表面（柔らかい畑地，草
地，固い地面）についてKiと rc,iの計算式を示す。
なお，アスファルトなどの舗装面では，∆Lgrnd = 0
とする。

注記 1：伝搬距離が大きくなると風などの気象の影響を受
け，計算値ほどの減衰が得られないこともあるため注意を
要する [32]。
注記 2：式 (3.17)は，均質で一様な有限のインピーダンス
を持つ境界面上における音の伝搬理論に基づいて，密粒舗
装における自動車走行騒音の平均的なスペクトルを用いた
場合の超過減衰の計算結果から設定した計算式である [33]。

（2）地表面による超過減衰に関する係数Ki

式 (3.17)における係数Kiは，地表面の種類と平
均伝搬経路高Ha,i を用いて次式で計算する [34]。

1）柔らかい畑地

Ki =

⎧⎪⎨
⎪⎩

3.93
√

Ha,i + 0.081 + 15.1
0.6 ≤ Ha,i < 1.5

20.0 Ha,i ≥ 1.5

(3.18)

－　参 - 17　 
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図–3.14 各地表面上の伝搬経路高さ

2）草地

Ki =

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

6.98
√

Ha,i − 0.537 + 9.85
0.6 ≤ Ha,i < 1.5

2.48
√

Ha,i − 1.42 + 16.0
1.5 ≤ Ha,i < 4.0

20.0 Ha,i ≥ 4.0

(3.19)

3）固い地面

Ki =

⎧⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎩

4.97Ha,i − 0.472H2
a,i + 5.0
0.6 ≤ Ha,i < 3.0

1.53
√

Ha,i − 2.94 + 15.3
Ha,i ≥ 3.0

(3.20)

ここで，平均伝搬経路高Ha,i は，図–3.14に示す
ように最短伝搬経路を考え，対象とする地表面の
両端における伝搬高さHi−1とHiの平均値とし，
次式で計算する。なお，切土道路については，法
肩位置の H2 が 1m未満でも，H2 = 1mとして
計算する [31]。

Ha,i =
(Hi−1 + Hi)

2
(3.21)

（3）地表面による超過減衰が生じ始める距離

rc,i

式 (3.17)における rc,iは，次式で与えられる [34]。

rc,i = g(Zi) · (Ha,i) f(Zi) (3.22)

ここで，Ziは対象とする地表面の両端における伝
搬高さHi−1 とHi から次式で計算する。

Zi =
|Hi−1 − Hi|
(Hi−1 + Hi)

(3.23)

また，f(Zi)は，Ziの関数として次式で計算する。
1）柔らかい畑地

f (Zi) =

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

2.09 0.0 ≤ Zi < 0.4

2.09 − 0.124(Zi − 0.4)
+0.711(Zi − 0.4)2

−2.47(Zi − 0.4)3

0.4 ≤ Zi < 0.8

2.00 − 1.72(Zi − 0.8)
+21.6(Zi − 0.8)2

−189(Zi − 0.8)3

0.8 ≤ Zi ≤ 1.0

(3.24)

－　参 - 18　 
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表–3.4 g(Zi) における係数

地表面の種類 a b c d

柔らかい畑地 35.1 3.26 −61.2 30.3

草地 23.8 1.69 −38.2 23.3

固い地面 18.6 0.946 −32.5 32.2

2）草地

f(Zi) =

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

2.3 0.0 ≤ Zi < 0.4

2.3 − 0.387(Zi − 0.4)
+0.920(Zi − 0.4)2

−5.47(Zi − 0.4)3

0.4 ≤ Zi ≤ 1.0

(3.25)

3）固い地面

f (Zi) =

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

2.3 0.0 ≤ Zi < 0.2

2.3 + 0.170(Zi − 0.2)
−1.38(Zi − 0.2)2

−0.648(Zi − 0.2)3

0.2 ≤ Zi ≤ 1.0

(3.26)

g(Zi)は次式で計算する。

g (Zi) = a + bZi + cZ2
i + dZ3

i (3.27)

上式における係数 a, b, c, d は，地表面の種
類別に表–3.4で与えられる。ただし，固い地面で
Ha,i < 1.1の場合には，rc,i は次式で計算する。

rc,i = g (Zi) · (1.1)f(Zi) · 10(Ha,i−1.1)·h(Zi)

(3.28)

ここで，

h(Zi)=0.517−0.0592 Zi−1.30 Z2
i +1.19 Z3

i

(3.29)

注記 1：上記の方法は，沿道地表面を細かく分割すると，
個々の地表面での伝搬距離が距離 rc,i に達することなく超
過減衰が生じない問題が起きるので注意が必要である。な
お，地表面の細分化に対しても累積的な超過減衰を近似す
る簡易計算法 [35] が提案されている。
注記 2：回折と地表面効果は，本来は独立なものではなく，
互いに密接に関係し合っている。道路に遮音壁を設けた場
合，回折補正量は大きくなるが，伝搬高さが増加して地表
面効果は減少する。このような場合の地表面効果は，伝搬
経路を遮音壁の位置で分割し，遮音壁前・後の二つの地表
面上での地表面効果による補正量の和とする。なお，沿道
地表面が舗装面であることによって，遮音壁背後の予測点
において地面反射の影響が無視できない場合は，鏡面反射
を仮定した地面反射音を加算してよい。

3.4 空気の音響吸収に関する補正量∆Lair

空気の音響吸収による減衰に関する補正量∆Lair

は，大気の状態を気温 20�，相対湿度 60%，1気
圧（101.325 kPa）と想定して次式で計算する。

∆Lair = −6.84
( r

1000

)
+ 2.01

( r

1000

)2
−0.345

( r

1000

)3
(3.30)

ここで，rは音源から予測点までの距離 [m]である。

注記：上式は，JIS Z 8738:1999 で規定されている空気の
音響吸収の計算方法を基に，密粒舗装道路における自動車
走行騒音のスペクトル（定常走行部）を用いて導いたもの
である [36]。異なる大気の状態について予測する必要があ
る場合は，同様の計算を行えばよい。

3.5 反射音の計算方法

掘割・半地下構造道路や高架・平面道路併設部
の予測では，反射を取り扱う必要がある。その場
合，反射面が平坦で十分大きい場合には鏡面反射
として扱ってよい。一方，表面に凹凸がある場合
には散乱反射として扱う。

3.5.1 鏡面反射法

（1）計 算 式

図–3.15(a)のように音源 Sと予測点P及び端部
をOとする平坦な半無限反射面を考える。この場
合の反射音は，図–3.15(b)に示すように反射面に
対する Sの鏡像音源 S′ から反射面と相補的に設
定した半無限吸音障壁（仮想障壁）を回折して P
に到達する音波と見なす。この考えに基づく鏡面
反射法の計算式を以下に示す。

LA,refl =LWA−8−20 log10 r+∆Lrefl+∆Labs

(3.31)

ここで，LA,reflは反射音のA特性音圧レベル [dB]，
rは S′から Pまでの直達距離 [m]，∆Lreflは反射
面が有限であることによる補正量 [dB]（以下，反
射補正量と呼ぶ），∆Labs は反射面の吸音性に関
する補正量 [dB]（3.5.3項参照）である。
（2）反射補正量∆Lrefl

∆Lrefl は，以下に示す反射補正量計算の基本量
∆Lr を用いて計算する。

1）反射補正量計算の基本量∆Lr

∆Lrは，音源の鏡像 S′，回折点O，予測点 Pと
したときの回折経路 S′OPと直達経路 S′Pの経路
差 δ [m]を用いて次式で計算する。

－　参 - 19　 
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図–3.15 半無限平坦面による反射音の扱い方

図–3.16 ∆Lr と経路差 δ の関係

∆Lr =

⎧⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎩

−20 − 10 log10(cspecδ)
cspecδ ≥ 1

−3 − 19.3 · sinh−1((cspecδ)0.33)
0 ≤ cspecδ < 1

(3.32)

cspec は表–3.2に示した値を用いる。∆Lr と δ の
関係を図–3.16に示す。

2）半無限反射面での反射補正量∆Lrefl

図–3.15(a)のような半無限反射面での反射補正

量∆Lreflは，図–3.15(b)のように仮想障壁を設定
し次式で計算する。
〔図–3.15(b)で Pから S′ が見えないとき〕

∆Lrefl = ∆Lr (3.33)

〔図–3.15(b)で Pから S′ が見えるとき〕

∆Lrefl = 10 log10(1 − 10∆Lr/10) (3.34)

3）帯状反射面での反射補正量∆Lrefl,slit（ス

リット法）

図–3.17(a)に示すように，音源 Sと予測点 P及
び平坦で有限幅の反射面O1～O2を考える。この
場合の反射音は，図–3.17(b)に示すように反射面
に対する Sの鏡像音源 S′ から反射面と同じ幅の
開口（スリット）O1～O2 を透過して Pに到達す
る音波と見なすことができる。
開口を通過する音のエネルギーは，図–3.17(c)
に示す二つの仮想障壁によって回折する音のエネ
ルギーの差として求める。この方法による反射補
正量∆Lrefl,slit は次式で計算する。

∆Lrefl,slit = 10 log10

∣∣∣10∆Lrefl,1/10

−10∆Lrefl,2/10
∣∣∣ (3.35)

ここで，∆Lrefl,1 又は ∆Lrefl,2 は O1 又は O2 を
エッジと考えたときの反射補正量 ∆Lrefl [dB]で
あり，式 (3.33)，式 (3.34)で計算する。

4）矩形反射面での反射補正量∆Lrefl,rect

建物外壁のような矩形面での反射は，その面を
無限大障壁に含まれる開口面と見なし，音源 Sの
鏡像 S′ からその開口を透過して予測点 Pに到達
する音として計算する。
図–3.18に示すように，仮想した無限大障壁を仮
想開口面の 4辺を延長した直線で 9分割する。ここ
で，領域Γi, Γj , Γkからの音の寄与をDijkと表す。
このとき全領域を通して到達するエネルギーに対
する矩形開口面（領域Γ0）から到達するエネルギー
の比をレベル表示した反射補正量∆Lrefl,rect [dB]
は，次式で計算する [37]。

∆Lrefl,rect = 10 log10 D0

= 10 log10(1 − D1–8) (3.36)

ここで，D0は領域 Γ0を透過する音の寄与，D1–8

は領域 Γ1から Γ8（Γ0以外）を透過する音の寄与

－　参 - 20　 
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図–3.17 スリット法による反射音の扱い方

であり，D0 + D1–8 = 1 を仮定している。D1–8

は次式により計算する [26]。

D1–8 = D123 + D678 + D4 + D5 (3.37)

D4 = (1 − D123 − D678) × D146 (3.38)

D5 = (1 − D123 − D678) × D358 (3.39)

図–3.18 矩形面（領域 Γ0）における反射音の計算

図–3.19 散乱反射法

Dijk = 10∆Lrefl,ijk/10 (3.40)

ここで，∆Lrefl,ijk は領域 i, j, kが「開」で他の領
域が「閉」の場合の ∆Lrefl で，式 (3.32)から式
(3.34)を用いて計算する。

3.5.2 散乱反射法

反射面を Lambert の余弦則に従う散乱反射面
と仮定して計算する方法である [38]。図–3.19に
示すように，半自由空間中に点音源 S，予測点 P，
反射面Σを考える。Pにおける反射面全体からの
反射音の A特性音圧レベル LA,refl [dB]は，次式
で計算する。

LA,refl = LWA − 13

+10 log10

∫
Σ

cos θ1 · cos θ2

r2
1 · r2

2

dσ

+∆Labs

(3.41)

注記：この方法では，反射角 θ2 が 90◦ に近づくと反射音の
パワーが 0に近づき，誤差が大きくなるので注意を要する。

3.5.3 吸音に関する補正量∆Labs

吸音に関する補正量（吸音補正量）∆Labs [dB]
は，次式で計算する。

∆Labs = 10 log10(1 − αA,RTN) (3.42)
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表–3.5 材料の吸音率の目安

材料 αA,RTN

高架裏面吸音板 0.90

掘割側壁吸音板 0.85

吸音性遮音壁（統一型遮音壁） 0.75

建物外壁吸音材 0.75

橋脚吸音材 0.70

植栽枡の側面吸音板 0.70

コンクリート面，アスファルト面 0.00～0.02

表–3.6 風の影響による LAeq の変化量 ∆Lm,line

ベクトル風速
Uvec [m/s]

道路中心からの距離 l

50 m 100 m 200 m

±1 ±0.5 ±0.5 ±1.0

±3 ±1.5 ±2.0 ±3.0

±5 ±2.5 ±3.5 ±5.0

（単位：[dB]，複号同順）

ここで，αA,RTN は道路交通騒音のスペクトルを
考慮した吸音率で，実験により αA,RTN が得られ
ている場合はその値を用いる。また，表–3.5に示
す吸音材の平均斜入射吸音率の判定基準値 [39, 40]
を用いてもよい。

3.6 気象の影響

風，大気の温度勾配，大気の乱れなどによって
騒音の伝搬性状は極めて複雑に変化する。このう
ち，風の影響による LAeqの変化量∆Lm,line [dB]
は，直線状の道路の場合には，道路構造の種類，遮
音壁の有無，地表面の違いなどにかかわらず次式
によって推定する。

∆Lm,line

=

⎧⎨
⎩ 0.88 log10

(
l

15

)
· Uvec l > 15

0 l ≤ 15

(3.43)

ここで，lは道路の中心から予測点までの水平距離
[m]，Uvecはベクトル風速 [m/s]で，Uvec = U cos θ

（U は平均風速 [m/s]，θは予測点から道路への垂
線と風向のなす角度）で表される。なお，Uvecは
順風の場合を正（+），逆風の場合を負（−）とする。
式 (3.43)により求めたLAeqの変化量∆Lm,line

（0.5 dB間隔で丸めた数値）を表–3.6に示す。

注記：式 (3.43)は，点音源についての風の影響による変化
量の実測データから求めた実験式 [41]をもとに，これまで
に収集された道路交通騒音の実測データから暫定的に求め
た値である。
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4. 道路特殊箇所の騒音

インターチェンジ部，連結部，信号交差点部，ト
ンネル坑口周辺部，掘割・半地下部，高架・平面
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図–4.1 インターチェンジ部，連結部における走行状態

道路併設部，複層高架部などの道路特殊箇所では，
道路の構造や自動車の走行状態が複雑で，騒音の
予測計算では一般部とは異なった取り扱いが必要
である。そこで騒音の予測は，それぞれの箇所に
ついて以下に述べる計算方法による。

4.1 インターチェンジ部

インターチェンジ部は，道路の平面・縦断線形が
変化するという道路形状であることに加え，自動車
が料金所付近で減速，停止，発進・加速する，又は
本線とランプの合流部付近で加速もしくは減速す
るという走行状態を示すことに特徴がある（図–4.1

参照）。ここでは，このような特徴に着目して行わ
れた研究の成果に基づいて，インターチェンジ部
周辺における騒音の予測計算方法を示す。

4.1.1 計 算 手 順

料金所を含むインターチェンジ部を走行する自
動車の走行速度は時々刻々変化するため，道路一
般部に比べてユニットパターンの求め方はやや複
雑となる。まず，離散的に設定した各音源位置に
おける自動車の走行状態に応じたパワーレベルを
2章で示した方法によって設定し，音源位置から
予測点に至る伝搬計算を 3章に示した方法で行う。
その結果から，自動車走行位置と走行経過時間と
の関係を考慮して，時間の関数としてのユニット
パターンを求める。一例として，1台の自動車が
自動車専用道路の本線からランプ，料金所を通っ
て一般道路へ走行するケースについて，走行速度，
パワーレベルの変化，及びそれに基づいて計算し
た料金所近傍におけるユニットパターンを図–4.2

に示す。時間の関数としてのユニットパターンを
求めるためには，この図に示すようなタイムテー

図–4.2 料金所付近のユニットパターンの概念

ブルを作成する必要があり，自動車の位置，初速
度，加速度，終速度，停止時間等を設定して計算
する。このようにして求められたユニットパター
ンから LAeq を計算する方法は，道路一般部の場
合と同様である。

4.1.2 自動車の加速度

インターチェンジ部を走行する自動車の加速時
及び減速時の加速度は，表–4.1 に示す値を用い
る [6, 42]。なお，二輪車については乗用車の値を
用いることとする。

4.1.3 料金所における停止時間

料金所におけるサービス時間としては，入口に
おける発券，出口における料金徴収に要する自動

－　参 - 23　 
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表–4.1 インターチェンジ部を走行する自動車の加減速時
の加速度

車 種
小型車類 大型車類

乗用車
小型
貨物車 中型車 大型車

加速時 1.9 1.4 1.8 1.3 1.1 1.2

減速時 −1.0 −0.9 −1.0 — — −0.8

（単位：[m/s2]）

表–4.2 料金所におけるサービス時間

入口 6

出口 14

均一料金 8

（単位：[s]）

車の停止時間とし，表–4.2に示す値を用いる [43]。

注記：自動料金収受システム（ETC: Electronic Toll Col-
lection System）を設置した料金所については，実測結果
に基づいて暫定的に設定した自動車の加速度並びに料金所
の通過速度を用いる [44]。

4.2 連 結 部

連結部とは，図–4.1に示すような自動車専用道
路のランプと一般道路を接続する加減速部である。
騒音計算は，インターチェンジ部のランプから本
線へ合流する場合又はその逆の場合と同じ考え方
で行う。
加減速時のパワーレベルは，2.2.3項の (2)に示し
た方法を用いる。加減速時の加速度は，車種によら
ず一定値（加速時は0.4 m/s2，減速時は−1.3m/s2）
を用いる。

注記：加速時の加速度は現地実測調査によって得られた値
である。減速時の加速度は，付属資料 A3 に示す信号交差
点部での現地実測調査により得られた減速時の加速度を便
宜的に用いる。

4.3 信号交差点部

市街地の一般道路には信号交差点が多数存在し，
個々の自動車は発進，加速，定常，減速，停止を
頻繁に繰り返しながら走行しており，交通流は非
定常流となっている。交差点部の騒音は，図–4.3

に示すとおり単に 2本の道路が交差すると見なし
て，各々の道路に非定常走行のパワーレベル式を
適用して LAeq を計算し，それらをエネルギー合
成する [45]。

注記：実際の信号交差点付近では，信号現示の変化に対応
して個々の車両の走行状態が変化し，それに応じてパワー
レベルは大きく変化する。そのため，例えば信号現示の違
いによる沿道騒音の差を詳細に検討する場合のように，車

図–4.3 信号交差点部の道路

図–4.4 トンネル内の自動車と仮想音源の配置

両の走行状態の変化を考慮することが重要な場合もある。
このような場合には，信号交差点付近のユニットパターン
から沿道騒音を計算する準精密法（実用計算法）や準精密
法を簡便化した方法（簡易計算法）を用いる [46]。これら
の計算方法の概要を付属資料 A3 に示す。

4.4 トンネル坑口周辺部

本予測モデルでは，坑口から放射されるトンネ
ル内部の自動車の騒音（坑口音）を直接音とそれ
以外の反射音・拡散音に分けてモデル化している。
前者は，トンネル内の仮想点音源から坑口を通し
て放射されるとし，後者はトンネル内における直
接音以外の反射・拡散音が坑口に想定した仮想面
音源から放射されると仮定している [47]。

注記：この計算モデルは，原則として坑口の形状が半円形
及び矩形の場合に適用するが，それ以外の形状についても
適用の可能性が検討されている [48]。更に，トンネル内の
吸音率が区間によって異なる場合にも適用できる。

4.4.1 トンネル坑口音の計算方法

トンネル内を走行する 1台の自動車によって坑
口周辺部で観測されるA特性音圧レベル LA [dB]
は，次式で計算する（図–4.4参照）。

LA = 10 log10

(
10LA,TD/10 + 10LA,TR/10

)
(4.1)

ここで，LA,TDは仮想点音源からの直接音の寄与
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[dB]，LA,TR はそれ以外の反射音・拡散音（仮想
面音源）の寄与 [dB]である。

LA,TD は，3.1節に示した伝搬計算の基本式に
準じて次式で計算する。

LA,TD = LWA − 8 − 20 log10 r

+∆Ldif + ∆Lgrnd (4.2)

ここで，LWA は自動車走行騒音の A特性音響パ
ワーレベル [dB]，rは仮想点音源から予測点まで
の直達距離 [m]，∆Ldif は坑口エッジ等における回
折に伴う減衰に関する補正量 [dB]，∆Lgrnd は地
表面効果による減衰に関する補正量 [dB]である。

LA,TR に関しては，面音源を等面積の 10個程
度の要素に分割して各要素を点音源に置換し，各
点音源からの寄与 LA,TR,i の合成として求める。

LA,TR = 10 log10

(
N∑

i=1

10LA,TR,i/10

)

(4.3)

LA,TR,i = L′
WA,R − 8 − 20 log10 ri

+∆Ldif,i + ∆Lgrnd,i (4.4)

L′
WA,R = LWA,R − 10 log10 N (4.5)

ここで，N は面音源の分割数，LWA,Rは面音源の
A特性音響パワーレベル [dB]，L′

WA,R は分割さ
れた面音源を点音源と見なした場合のA特性音響
パワーレベル [dB]である。

4.4.2 仮想音源の位置とパワーレベル

仮想点音源のパワーレベルは実音源（自動車走
行音）と同じとし，その設定位置（坑口からの距
離）x′ は，トンネル内の吸音に関するパラメータ
aと坑口から自動車までの実距離 xによって次式
で計算する。

x′ = ax (4.6)

トンネル内の吸音特性が区間により異なる場合は，
aを次式で計算する。

a =

∑
i=1

(aixi)

∑
i=1

xi

(4.7)

ここで，ai は区間 iの吸音に関するパラメータ，
xi は距離 xに含まれる区間 iの長さ [m]である。
坑口面位置に設定した仮想面音源のパワーレベ

表–4.3 吸音に関するパラメータ a

壁面状況 密粒舗装 排水性舗装

吸音対策無し 0.04 0.1

側壁吸音対策 — 0.4

全周吸音対策 0.6 —

ル LWA,R は，実音源により坑口から放射される
すべての音の A 特性音響パワー PA,T [W] から
直接音として放射される音の A 特性音響パワー
PA,D [W]を差し引いて次式で計算する。

LWA,R = 10 log10

(
PA,T − PA,D

10−12

)
(4.8)

トンネルが半径 h [m] の半円形の場合は PA,T,
PA,D を次式で計算する。

PA,T =
PA

2

{
1 − ax√

h2 + (ax)2

}
(4.9)

PA,D =
PA

2

{
1 − x√

h2 + x2

}
(4.10)

ここで，PAは実音源のA特性音響パワー [W]で
ある。
また，トンネルが幅 2w [m]，高さ h [m]の矩形
の場合は次式で計算する。

PA,T

=
PA

π
tan−1

{
wh√

(ax)4+(w2 + h2) · (ax)2

}

(4.11)

PA,D =
PA

π
tan−1

{
wh√

x4+(w2 + h2) · x2

}

(4.12)

4.4.3 トンネル内の吸音に関するパラメータ

トンネル内の吸音に関するパラメータ aは，路
面の舗装の別に表–4.3の値を用いる。

注記：パラメータ aとトンネル内壁面の平均吸音率 αA,RTN
（3.5.3項参照）の関係が調べられており，平均吸音率αA,RTN
を用いてパラメータ a を推定することもできる [47, 48]。

4.5 掘割・半地下部

掘割構造道路とは，路面の位置が周辺の地盤よ
り低く，人工構造物の側壁を有する道路のことで
ある。また，掘割構造道路で天井部分が水平方向
に張り出した構造物を有する場合，ここでは特に
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図–4.5 スリット法における掘割部の実音源と鏡像音源群

半地下構造道路と呼ぶ。掘割構造道路では，側壁
間で騒音の多重反射が発生する。更に半地下構造
道路では，路面，側壁，天井で囲まれた空間内で
多重反射が発生し易い。このような特徴を持つ掘
割・半地下構造道路からの騒音伝搬の予測方法と
しては，幾つかの方法が考えられる。そのうちこ
こでは，スリット法による計算方法，指向性点音源
モデルを仮定した簡易計算法を示す。更に精密な
予測をする必要がある場合には，波動数値解析（付
属資料 A4参照），又は縮尺模型実験 [22]による。

注記：半地下構造道路の騒音対策に用いられる吸音ルー
バー [49]の設置効果の予測については，指向性点音源モデ
ルによる簡易計算法にのみ適用できる。

4.5.1 スリット法による計算方法

（1）適 用 範 囲

この計算法は，掘割構造道路及び上部の開口率
が 75%程度以上の半地下構造道路に適用する。
（2）基 本 式

図–4.5に示すように，実音源をS0，反射面によっ
て生じる実音源の鏡像音源群を S1～Sn とする。
予測点 Pにおける A特性音圧レベル LA [dB]
は次式で計算する。

LA = 10 log10

[
10LA,0/10

+
n∑

i=1

{
(1 − αA,RTN)i · 10LA,i/10

}]

(4.13)

ここで，LA,0は実音源からの寄与によるA特性音
圧レベル [dB]で，式 (3.1)を用いて計算する。ま
た，LA,iは i番目の鏡像音源からの寄与によるA
特性音圧レベル [dB]，nは鏡像音源の数（つまり
反射回数），αA,RTNは道路交通騒音のスペクトル
を考慮した側壁面の吸音率（3.5.3項参照）である。

LA,i は次式で計算する。

LA,i = LWA − 8 − 20 log10 ri

+∆Lcor,i + ∆Lrefl,slit,i (4.14)

図–4.6 指向性点音源モデルにおける計算座標系

ここで，LWA は自動車走行騒音の A特性音響パ
ワーレベル [dB]，riは i番目の鏡像音源から予測
点までの距離 [m]，∆Lcor,iは i番目の鏡像音源か
ら予測点に至る音の伝搬の際に生じる減衰に関す
る補正量 [dB]，∆Lrefl,slit,iは i番目の鏡像音源に
関するスリット法による反射補正量 [dB]（3.5節
参照）である。

注記：スリット法による計算では，反射回数を増やしても
収斂は遅いので適当な回数で打ち切ってよいが，考慮する
反射回数を最低 2 回とする。

4.5.2 指向性点音源モデルによる簡易計算法

（1）適 用 範 囲

この計算法は，半地下構造道路の断面形状が左
右対称で，上・下車線の交通流の条件（車種構成
及び交通量）がほぼ等しい場合に適用する。

（2）基 本 式

予測点 P で観測される A 特性音圧レベル
LA [dB]は，開口部の中央に設定した指向性を有
する仮想点音源 S′の半自由空間における伝搬とし
て，次式で計算する（図–4.6参照）。

LA = LWA,su

+10 log10

{
a + (1 − a) cosn(θ) ϕ

}
−8 − 20 log10 r (4.15)

n (θ) = nmax sinβ θ (4.16)

ここで，LWA,su は仮想点音源 S′ の ϕ = 0◦ 方向
からみた見かけのパワーレベル [dB]で，式 (4.17)
によって計算する。また，a，nmax, βはそれぞれ
仮想点音源の指向性に関するパラメータ，r は仮
想点音源 S′から予測点 Pまでの距離 [m]である。
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表–4.4 仮想点音源の指向性に関するパラメータ

道路幅 張り出し
部厚さ

開口幅
（開口率）

半地下構造内部が反射性 半地下構造内部が吸音性

a nmax β
∆Ldir,su

[dB]
a nmax β

∆Ldir,su

[dB]

20 m

1 m
5m (25%) 0.15 1.4 1.7 1.61 0.05 2.0 1.2 2.68

7.5m (37.5%) 0.15 1.2 1.7 1.45 0.05 2.0 1.2 2.68

10 m (50%) 0.15 1.0 2.0 1.20 0.05 2.1 1.2 2.77

4 m

5 m (25%)

7.5m (37.5%)
0.13 1.5 2.0 1.62 0.03 1.9 1.1 2.77

10 m (50%) 0.13 1.2 2.0 1.40 0.03 2.1 0.9 3.15

30 m

1 m

5 m～7.5m

(16.7%～25%)
0.15 1.6 2.2 1.58 — — — —

10 m (33%) 0.15 1.2 2.0 1.36 — — — —

15 m (50%) 0.15 1.0 2.0 1.20 — — — —

4 m

5 m～7.5m

(16.7%～25%)
0.12 1.6 2.2 1.65 — — — —

10 m (33%) 0.12 1.2 2.0 1.42 0.03 1.9 1.0 2.99

15 m (50%) 0.12 1.0 2.0 1.25 0.03 2.0 1.0 3.09

図–4.7 騒音放射指向性の例（道路幅 20 m，張り出し厚さ 4 m，開口幅 7.5m，
内部反射性）

LWA,su = LWA + ∆Ldim,su + ∆Ldir,su

+∆Labs,su + ∆Llouver (4.17)
ここで，LWA は自動車走行騒音の A特性音響パ
ワーレベル [dB]，∆Ldim,suは半地下構造道路の構
造寸法に関する補正量 [dB]，∆Ldir,suは仮想点音
源の指向性に関する補正量 [dB]，∆Labs,suは半地
下構造道路の吸音性に関する補正量 [dB]，∆Llouver

は開口部に吸音ルーバーが設置された場合の設置
効果に関する補正量 [dB]である。

∆Ldim,su は，道路交通騒音のスペクトルを考
慮した路面の吸音率 αA,RTN，道路幅 L，開口幅
W，高さH，（図–4.6参照）によって次式で計算
する [50]。

∆Ldim,su=10 log10

{
2
π

tan−1 W

2H
+

πWH

3L2

+
(L−W )(1−αA,RTN)W

{LαA,RTN+(1−αA,RTN)W}L

}
(4.18)

a, nmax, β及び∆Ldir,suは，縮尺模型実験及び
波動数値解析の結果に基づいて，表–4.4に示す値
が構造寸法別に示されている [51, 52]。路面の吸音
率 αA,RTN は，密粒舗装の場合は 0とする。排水
性舗装の場合，現場実測の結果に基づく値を用い
る [53]。∆Labs,suの値は，構造内部の壁面が反射
性の場合は 0 dB，吸音性の場合は−1 dBとする。
表–4.4によって計算した指向性パターンの一例を
図–4.7に示す。∆Llouverの値は，吸音ルーバーが
設置されていない場合は 0 dB，設置されている場
合は現場実験及び縮尺模型実験の結果に基づく値
を用いる [54]。
（3）遮音壁による回折に関する補正

半地下構造道路の開口部近傍に遮音壁が設置さ
れる場合，予測点 Pにおける A特性音圧レベル
LA [dB]は，次式で計算する。

LA = L′
A + ∆Ldif,sb (4.19)
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図–4.8 遮音壁による回折の計算方法

図–4.9 高架裏面の形状

ここで，L′
Aは仮想点音源から遮音壁の上端O（回

折点）へ向かう方向に，予測点までの距離と同じ
距離だけ離れた点 P′（図–4.8参照）において計算
される A特性音圧レベル [dB]，∆Ldif,sb は仮想
点音源—回折点—予測点の位置から決まる回折経
路差 δ から求めた回折補正量 [dB]である。

注記：同一断面の半地下構造道路が直線状に十分長い距離
連続している場合には，仮想点音源列を線音源として扱う
ことができる。この考え方に基づいて放射指向性を ϕ のみ
の関数で与える方法が検討されている [55]。

4.6 高架・平面道路併設部，複層高架部

4.6.1 高架裏面の形状と裏面反射の計算モデル

図–4.9に示すように，高架道路裏面の形状には
平坦なタイプと凹凸があるタイプがある。これら
の形状の違いによって以下に述べるスリット法と
散乱反射法の二つの方法を使い分ける。通常の予
測計算では前者の方法でよいが，凹凸の程度が無
視できない場合には後者の方法による [56]。ここ
では平面道路に遮音壁が設置されていない場合，
及び平面道路の片側道路端にのみ遮音壁が設置さ
れている場合を対象とする。平面道路の両側道路
端に遮音壁が設置された場合には多重反射により
複雑な音場になるため，スリット法も散乱反射法
も適用できない。このような場合には，波動数値
解析（付属資料 A4参照）や縮尺模型実験 [22]に
よる。

4.6.2 スリット法による計算方法

図–4.10に示すように，平面道路の片側道路端
に遮音壁が設置された場合を考える。4～6車線の

図–4.10 スリット法での伝搬経路

通常の高架道路では，1©直接音（SP），2©高架裏面
反射音（S′P），3©裏面地面反射音（S′P′及び S′′P）
の主要な 4経路を考え，予測点 Pにおける A特
性音圧レベル LA [dB]は，これらの経路から伝搬
音が合成されたものとして，次式で計算する。

LA = 10 log10

(
10LA,0/10 + 10LA,1/10

+10LA,2/10 + 10LA,3/10
)

(4.20)

ここで，LA,0, LA,1, LA,2, LA,3 はそれぞれ直接
音，高架裏面反射音，裏面地面反射音（S′P′ 及び
S′′P）の A特性音圧レベル [dB]である。そのう
ち，LA,1, LA,2 及び LA,3 は次式で計算する。

LA,i=LWA − 8 − 20 log10 ri

+∆Ldif,sb,i+∆Lrefl,slit,i+∆Labs

i = 1～3

(4.21)

ここで，∆Ldif,sb,iは i番目の鏡像音源についての
遮音壁に対する回折補正量 [dB]，∆Lrefl,slit,iはス
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リット法による反射補正量 [dB]である。なお，実
際には遮音壁とスリットでの二重回折を扱う必要
があるが，ここでは便宜上，∆Ldif,sb,iの計算では
スリットは無視し，∆Lrefl,slit,i の計算では遮音壁
は無視する。更に，高架裏面が吸音性の場合には
吸音に関する補正量∆Labsにより補正する（3.5.3
項参照）。
高架裏面反射音の影響範囲は音源の位置に強く

依存するため，計算では実際の車線の中心に音源
を設定する（代表車線に集約しない）。また，平
面道路の道路端に遮音壁がない場合は，裏面地面
反射音は S′P′ の経路のみとなる。実際の計算は
式 (4.20)の第 4項を無視し，LA,1及び LA,2は式
(4.21)で∆Ldif,sb,1 = 0及び∆Ldif,sb,2 = 0とし
て計算する。

注記 1：幅員が広い高架道路では高次の反射音の影響が無
視できない。その場合には，上に述べたのと同様な方法で
高次の鏡像音源を設定し，裏面と地面での多重反射音（S′′P′
等）を計算する。
注記 2：高架裏面を吸音処理した場合でも，一般には橋脚
の梁までは吸音処理されることはないので，吸音板設置部
と非設置部の面積率で吸音率を加重平均して設定するなど
の配慮が必要である。

4.6.3 散乱反射法による計算方法

図–4.11に示すように，音源 Sと予測点 Pに対
して高架道路の桁下の位置に高架道路幅の散乱反

図–4.11 散乱反射法での伝搬経路

図–4.12 散乱反射法における反射角 θ2 のとり方

射面Σを仮定する。スリット法と同様に，1©直接
音（SP）， 2©高架裏面反射音（SΣP）， 3©裏面地面
反射音（SΣP′及び SΣ′P）の主要な 4経路を考え
る。予測点PにおけるA特性音圧レベルLA [dB]
は，式 (4.20)によって計算する。ただしこの場合
には，同式の中の LA,1, LA,2 及び LA,3 は次式で
計算する。

LA,i = LWA − 13

+10 log10

∫
Σ

cos θ1 · cos θ2 · Dσ

r2
1 · r2

2

dσ

+∆Labs i = 1～3 (4.22)

Dσ = 10∆Ldif,sb,σ/10 (4.23)

ここで，∆Ldif,sb,σ は要素∆σ の中心に点音源を
考えた場合の遮音壁に対する回折補正量 [dB]で
ある。また，反射角 θ2 は要素 ∆σ の法線ベクト
ル nと伝搬経路が成す角度で，図–4.12に示すよ
うに考える。

∫
Σ
は Σ上の面積分を表す。

平面道路の道路端に遮音壁がない場合は，裏面
地面反射音は SΣP′ の経路のみとなる。実際の計
算は式 (4.20)の第 4項を無視し，第 3項の LA,2

は式 (4.22)でDσ = 1として計算する。なお，音
源は代表車線に集約してよい。

注記 1：式 (4.22) の計算は散乱反射面 Σ を幾つかの要素
に分割して数値積分するが，要素の大きさによって誤差が
生じる。分割要素の大きさの影響はあらかじめ検討してお
くのが望ましいが，通常は 1辺を 2 m以下の 4角形とする。
注記 2：定性的な予測法として幾何学的音線法がある。高
架裏面反射音の到達範囲を検討する場合には有効な方法で
ある。
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5. 高架構造物音

自動車が高架道路上を走行する際に，道路構造
物自体が振動することによって騒音が発生する。
これを高架構造物音といい，その大きさは道路構
造，走行する自動車の速度や重量などに依存する。
以下に予測計算方法を示す [57, 58]。

5.1 適 用 範 囲

（1）対象とする高架橋

表–5.1 に示す一般的な形式の鋼橋及びコンク
リート橋とする。

注記：その他の形式の橋梁については現地調査を含む個別
の検討が必要である [59]。

（2）車 種

大型車類のみを対象とする。

注記：小型車類による高架構造物音は相対的に小さいので，
ここでは無視する。

（3）走 行 速 度

40 km/h以上とする。

図–5.1 高架構造物音の仮想音源の配置

5.2 高架構造物音の計算方法

5.2.1 仮想音源の設定

高架構造物音は構造物全体から放射されている
が，計算の便宜上，等価的な音源として自動車走
行に連動して移動する無指向性点音源を考え，高
架橋の桁直下（桁橋の場合は主桁の下端，中空床
版橋の場合は床版下面の位置）で上下線のそれぞ
れ中央に仮想車線を設定し，その線上に離散的に
点音源を設定する（図–5.1参照）。

5.2.2 仮想点音源のA特性音響パワーレベル
仮想点音源の A特性音響パワーレベル LWA,str

[dB]は，次式で計算する。

LWA,str = a + 30 log10 V (5.1)

ここで，V は走行速度 [km/h]，定数 aは橋種ご
とに表–5.2に示す値とする。橋種は 5分類が基本
であるが，橋種を確定できない場合は 3分類を利
用できる。

注記：定数 aの設定は，自動車走行騒音のパワーレベル式
と同様に，個々の測定データから式 (5.1) で定数 a を逆算
し，それらのパワー平均値により求めた。

5.2.3 ユニットパターンの計算

仮想点音源から予測点へ伝搬する騒音のA特性
音圧レベル LA,str [dB]は，高架路面部分の床版等
による音の遮蔽を考慮して，次式で計算する。

LA,str = LWA,str − 8 − 20 log10 r + ∆Ldif

(5.2)

ここで，rは仮想点音源から予測点までの距離 [m]，
∆Ldif は高架床版等による高架構造物音に関する
回折補正量 [dB]（3.2.2項参照）である。
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表–5.1 対象とする高架橋の種類

表–5.2 橋種別の定数 a の値

橋種 a

鋼橋
鋼床版鋼箱桁橋 40.7

コンクリート床版鋼箱桁橋 35.5
38.9

コンクリート床版鋼鈑桁橋 40.4

コンクリート橋
I 桁 31.8

34.8
I 桁以外 35.9

注記 1：地面からの反射音の寄与は，計算で用いる LWA,str
の定数 aを求める際に，その影響も含めて扱っているので，
上記の計算法による場合は考慮する必要はない。
注記 2：高架構造物音に関する回折補正量∆Ldif の計算式
は，前川の回折計算チャートと高架構造物音の周波数特性
の測定値を用いて作成した。

すべての仮想点音源に対して上記の計算を行う
ことによって，高架構造物音のユニットパターン
が求められる。このようにして求められたユニッ
トパターンから LAeq を計算する方法は，自動車
走行騒音の場合と同様である。

文 献

[57] 池谷公一, 並河良治, 田久保博司, 玉川 大, 鳥海英
宏, 福島昭則, 田近輝俊, 山本貢平, “実測調査に基づく高
架構造物音の予測方法に関する検討,” 音響学会騒音・振
動研資, N-2004-16 (2004.3).

[58] 三宅龍雄, 福島昭則, 田近輝俊, 山本 稔, 山本貢平,
“高架構造物音の予測計算方法—道路交通騒音の予測モデ
ル “ASJ RTN-Model 2008”—,” 音講論集, pp. 949–952
(2009.3).

[59] 池田義行, 斎藤直哉, 植田知孝, 石渡俊吾, 山本 稔,
長船寿一, “第二東名高速道路の高架構造物音の計算方
法,” 音響学会騒音・振動研資, N-2009-25 (2009.3).

6. 建物・建物群背後における騒音

沿道の建物・建物群の背後では，それらの遮蔽
効果によって道路交通騒音は減衰する。その程度
を予測するための方法として，本予測モデルでは，
単独の建物周辺及び多数の建物が密集している建
物群の背後における騒音の予測計算方法を示す。

図–6.1 単独建物背後の騒音の計算

6.1 単独建物の背後における騒音 [60, 61]
単独の建物が立地している沿道の建物周辺にお

ける騒音の予測計算方法として，本予測モデルで
は次の方法を示す。
建物は有限長で厚みのある障害物である。単独

建物周辺では，建物の遮蔽効果による減衰と壁面
による反射音を考慮する必要がある。そこで，有
限長遮音壁の回折補正量の計算方法（3.2.3項）及
び反射音の計算方法（3.5.1項）を応用し，直接音
（回折音）と反射音の寄与を合成して LA,i を計算
する（図–6.1参照）。なお，ここでは建物は直方体
と見なしてモデル化している。
ユニットパターンの計算は次式による。

LA,i = 10 log10

(
10LA0,i/10 + 10LA1,i/10

)
(6.1)
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LA0,i = LWA,i − 8− 20 log10 r0,i +∆Lbldg,i

(6.2)

LA1,i = LWA,i−8−20 log10 r1,i +∆Lb-refl,i

(6.3)

ここで，LA,i は音源 Si についての A特性音圧レ
ベル [dB]，LA0,iは Siからの直接音（回折音）の
A 特性音圧レベル [dB]，LA1,i は Si からの壁面
反射音の A 特性音圧レベル [dB] である。また，
∆Lbldg,iは単独建物の回折補正量 [dB]，∆Lb-refl,i

は反射面である壁面の大きさが有限であることに
関する補正量 [dB]，r0,iと r1,iは，音源 Si及びそ
の反射面に対する鏡像音源 S′

i から予測点 Pまで
の直達距離 [m]である。

6.1.1 単独建物の回折補正量∆Lbldg

（1） 1パスの方法
建物の側方回折は考慮せず，上方回折のみを考

慮する方法である。図–6.2に示すように，ユニッ
トパターンの計算において線分 SPと建物が交わ
る場合には厚さD [m]の厚みのある無限長障壁と
して考え，式 (3.8)で計算した∆Ldif,ddを∆Lbldg

とする。交わらない場合には建物がないものとし
て∆Lbldg = 0とする。
（2）上方と側方の回折音を考慮する方法

図–6.3に示すように，線分 SPが建物と交わる
場合には次式で ∆Lbldg を計算する。なお，交わ
らない場合には∆Lbldg = 0とする。

∆Lbldg=10 log10

{
10∆Lupper/10

+
(
1 − 10∆Lupper/10

)(
10∆Lleft/10

+10∆Lright/10
)}

(6.4)

ここで，∆Lupper, ∆Lleft, ∆Lright は，それぞれ
建物の上方，左方，右方の回折に伴う減衰に関す
る補正量 [dB]であり，最短伝搬経路の経路差を持
つ厚みのある無限長障壁として考え，式 (3.8)で
計算する。

6.1.2 壁面反射音の補正量∆Lb-refl

図–6.4に示すような音源 S，予測点 P，建物の
配置を考える。対象とする建物側面（反射面）を
含む鉛直平面を考え，この面に対し，(a) Sと P
が同じ側に位置する場合は Sの鏡像音源 S′ を考
えて反射音を計算し，(b) 同じ側にない場合には，

図–6.2 1 パスの方法による ∆Lbldg の計算

図–6.3 上方と側方の回折を考慮した ∆Lbldg の計算

図–6.4 側面反射の取り扱い

反射音は考慮せず，式 (6.1)の右辺第 2項を省略
する。

∆Lb-refl は，鏡面反射法の矩形反射面での反射
補正量∆Lrefl,rect（3.5.1項 (2)の 4)）と低層遮音
壁の回折補正量∆Ldif,low（3.2.8項）の考え方を
用いて次式で計算する。

∆Lb-refl = ∆Lrefl,rect − ∆L0–5 (6.5)

ここで，∆Lrefl,rectは式 (3.36)から式 (3.40)によ
り計算する。∆L0–5 は図–3.18の領域 Γ6 から Γ8

までを仮想障壁として式 (3.32) から式 (3.34) で
計算した補正量∆Lrefl である。
建物側壁の吸音が考えられる場合は，3.5.3項に

述べる吸音補正量∆Labs を補正する。

6.2 建物群背後における騒音

多数の建物が密集している建物群の背後におけ
る騒音の予測計算方法として，本予測モデルでは，
点音源モデルに基づく計算方法と線音源モデルに

－　参 - 32　 



204 日本音響学会誌 70 巻 4 号（2014）

基づく計算方法を示す。ただし，ここで示す予測
計算方法は，建物を我が国の標準的な大きさの戸
建て住宅であると想定しており，建物の大きさや
立地条件が異なる住宅地には適用できない。

6.2.1 点音源モデルによる計算方法 [62, 63]
平面道路に面して戸建て住宅群が立地している

場合，住宅群背後の騒音は住宅群の遮蔽効果によっ
て減衰する。このとき，i番目の音源位置（図–1.1

参照）に対して予測点で観測されるA特性音圧レ
ベル LA,i を次式で計算する。

LA,i = LWA,i−8−20 log10 ri+∆LB (6.6)

ここで，LWA,i は i番目の音源位置における自動
車走行騒音のA特性音響パワーレベル [dB]，riは
i番目の音源位置から予測点までの直達距離 [m]，
∆LBは i番目の音源位置から予測点に至る音の伝
搬における建物群による減衰に関する補正量 [dB]
である。∆LB は次式で計算する。

∆LB = p · ∆LBB + q

p = 0.017(H − hp − 8.8) + 1

q = −0.063(H − hp − 8.8) (6.7)

ここで，H は建物群の高さ [m]，hpは予測点の高
さ [m] である。∆LBBはH が 10m，hpが 1.2m
の場合の補正量で次式で計算する。

∆LBB=10 log10

{
a0 + a1 · φ

Φ

+a2

∑
i

(
θi

Φ
· droad

dref,i

)

+a3 · 1
n

n∑
k=1

(
0.251

1 + 0.522δk

)

+a4 · 10−0.0904ξ·droad

}
(6.8)

ここで，a0 = 0.039, a1 = 1.16, a2 = 0.201,
a3 = 0.346, a4 = 0.288である。
式 (6.8)の φ

Φ の項は，音源から予測点へ伝搬す
る音の直接音成分を示し，図–6.5に示すように，予
測点 Pから音源 Sの前後 5 mの道路を見たとき，
Φは建物群がない場合の見通し角 [rad]，φは建物
群が立地している場合の見通し角 [rad]である。
式 (6.8) の

∑
i

( θi

Φ · droad
dref,i

) の項は音源から予測

点へ伝搬する音の反射音成分を示す。本予測式で
は，道路（音源）と予測点の間と予測点のすぐ背

図–6.5 建物群がない場合の見通し角 Φ，建物群が立地し
ている場合の見通し角 φ 及び音源と予測点の水平距離
droad

図–6.6 予測点の虚像点から音源を見たときの見通し角 θi

と水平距離 dref,i

図–6.7 1 次回折音（仮想点音源から建物の一つの頂点だ
けを回折して予測点に伝搬する音）

後に立地する建物群による 1次及び 2次の幾何学
的反射音を考慮している。図–6.6に示すように，
θiは予測点Pの 1次虚像点P′又は 2次虚像点P′′

から音源 Sの前後 5 mの道路を見たときの見通し
角 [rad]，droad は S と P の水平距離 [m]，dref,i

は Sと P′ 又は P′′ の水平距離 [m]である。

式 (6.8)の 1
n

n∑
k=1

( 0.251
1+0.522δk

) の項は，図–6.7に

示すように，音源 Sから建物（平面図）の一つの
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図–6.8 幅 15 m，長さ dの長方形内の建物密度 ξ，音源と
予測点の距離 droad

頂点 Oだけを回折して予測点 Pに到達する 1次
回折音成分を示す。音源 Sの前後 5mの道路に離
散音源点を配置し，各離散音源 Sk から予測点に
至る 1次回折音の経路差 (SkO + OP − SkP) を
δk [m] とする。ただし，離散音源 Sk から予測点
Pが見える（直接音が存在する）場合は 1次回折
音を計算しない。nは 1次回折音を計算する離散
音源数を示す。
式 (6.8)の 10−0.0904ξ·droad の項は，音源 Sから
予測点 Pに伝搬する音の，直接音・反射音・1次
回折音成分以外の成分を示す。図–6.8に示すよう
に，音源 Sと予測点 Pの周辺に幅 15mの長方形
を想定し，ξ は長方形内の建物密度（長方形の面
積に対する建物群の立地面積），droadは Sと Pの
水平距離 [m]である。
式 (6.7)，式 (6.8)は，標準的な大きさの多数の

戸建て住宅が立地する住宅地の縮尺模型実験の結
果に基づいて導出されたものである。実験条件は，
予測点 Pが道路から 20～50mの範囲で，建物率
（住宅地面積に対する建物群の立地面積）は 0.16～
0.34，建物群の高さH は 4～10m，予測点の高さ
hp は 1.2～9.2mであることから，式の適用範囲
も原則としてこの範囲に限定され，更に予測点の
高さ hpは建物群の高さH 以下でなければならな
い。なお，住宅地内に高さの異なる建物が混在し
ている場合や建物の屋根が陸屋根（水平の屋根）で
ない場合は，立地している建物の屋根の平均高さ
をH とすればよい [64]。

注記：建物群の立地条件が上記以外の場合でも，複数の建
物が十分な間隔をおいて立地し，建物間の多重反射の影響
が無視できる場合（予測点 Pから道路を見通す角度が，お
よそ 90◦ よりも大きい場合）は，6.1 節に示す方法を応用
して計算する方法もある。

6.2.2 線音源モデルによる計算方法

直線道路に面する地域に多数の建物が立地して
いる場合の建物群背後の騒音は，道路を線音源と
想定し，建物群が立地していない場合の LAeq,0を
予測し，それに建物群による減衰に関する補正量
∆Lbldgsを補正して最終的なLAeqを計算する。本
予測モデルでは，∆Lbldgs の計算方法として，特
定点の LAeq を求める場合と評価区間の平均的な
LAeq を求める場合の二つの方法を示す。

（1）戸建て住宅群背後における特定点のLAeq

[65, 66]
1）基本式

平面道路又は盛土道路の沿道に複数の戸建て住
宅が立地している場合，建物群背後の特定点にお
ける等価騒音レベル LAeq [dB]は，建物群が存在
しない場合の等価騒音レベル LAeq,0 [dB]と建物
群による減衰に関する補正量∆Lbldgs [dB]によっ
て，次式のように表される。

LAeq = LAeq,0 + ∆Lbldgs (6.9)

2）平面道路

道路が平面道路（住宅地と同じ高さにある道
路）の場合，建物群による減衰に関する補正量
∆Lbldgs,flat [dB]（式 (6.9) の ∆Lbldgs に添え字
flatを付けて表記）は次式で計算する。

∆Lbldgs,flat = p · ∆Lbldgs,B + q (6.10)

∆Lbldgs,B =

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

a log10

{
3φ

2π
(1 − b) + b

}
(φ �= 0)

a log10 b − 32.8ξ − 0.242H

+0.358 droad + 3.60
(φ = 0)

(6.11)

a = 74.2e−0.174droad + 4.74 (6.12)

b = 8.82e−0.236droad (6.13)

p = −2.05 × 10−2 (hP − 1.2) + 1 (6.14)

q = −0.684/hP + 0.570 (6.15)

ただし，hPは予測点 Pの高さ [m]，φは見通し角
[rad]，ξは建物率，droadは予測点Pから道路へ下
ろした垂線の水平距離 [m]，H は建物の高さ [m]
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図–6.9 見通し角 φ

図–6.10 建物率 ξ

である。ここで，φは，水平面において予測点Pか
ら道路への垂線を中心とした頂角 2π/3の 2等辺 3
角形（基準 3角形）を考えた場合の頂角に対する点
Pから道路が見える角度の総和 φ = φ1 +φ2 + · · ·
（図–6.9参照）を，また ξ は，基準 3角形の面積
に対する立地した建物面積の合計の割合（図–6.10

参照）を表す。
3）盛土道路

道路が盛土道路（住宅地よりも高い位置にある
道路）の場合，建物群による減衰に関する補正量
∆Lbldgs,bank [dB]（式 (6.9)の∆Lbldgsに添え字
bankを付けて表記）は，道路（音源）の高さ hS [m]
を考慮した次式で計算する。

∆Lbldgs,bank = m ·∆Lbldgs,flat +n (6.16)

m = r(hP − 1.2) + s (6.17)

n = t(hP − 1.2) + u (6.18)
r = −8.21 × 10−4(hS − 0.3)2

+9.09 × 10−3(hS − 0.3) − 1.88 × 10−2

(6.19)

s = 2.19 × 10−3(hS − 0.3)2

−4.59 × 10−2(hS − 0.3) + 1 (6.20)

t = 5.16 × 10−3(hS − 0.3)2

−5.97 × 10−2(hS − 0.3) + 5.66 × 10−2

(6.21)

図–6.11 沿道市街地のモデル化（平面図）

u = −4.03 × 10−2(hS − 0.3)2

+4.49 × 10−1(hS − 0.3) (6.22)

ここで，∆Lbldgs,flat [dB]は，式 (6.10)にhP = 1.2
を代入して得られる値である。
式 (6.10)，式 (6.16)が有効であるのは，予測点

Pが道路から 20～50mの範囲にあり，見通し角
φ は 0～0.92，建物率 ξ は 0.12～0.39，建物の高
さH は 4～10m，音源高さ hSは 0.3～8.3m，受
音点高さ hP は 1.2～8.2mに限定され，更に予測
点の高さ hPは建物の高さH 以下の条件を満たす
場合に限定される。
なお，住宅地内に高さの異なる建物が混在して

いる場合や建物の屋根が陸屋根（水平の屋根）で
ない場合は，立地している建物の屋根の平均高さ
をH とすればよい [64]。

注記：基準 3角形の外の範囲に立地する建物群の配置条件
も，上記の範囲から大きく逸脱しないこととする。

（2）建物群背後における評価区間の平均的な

LAeq [67–70]
道路からの距離が一定の評価区間（区間長：

l [m]）における等価騒音レベルのエネルギー平
均値 LAeq[dB]は，建物群が存在しない場合の等
価騒音レベル LAeq,0 [dB]と建物群による減衰に
関する補正量の区間平均値∆Lbldgs[dB]によって，
次式のように表される。

LAeq = LAeq,0 + ∆Lbldgs (6.23)

建物群による減衰に関する補正量∆Lbldgsは，遮
音壁が設置されていない平面道路の場合，図–6.11
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表–6.1 建物パラメータの定義

w1 道路端から道路近接建物列の平均後面位置までの
水平距離 [m]。ある建物の後面位置が道路端より
15 m以上の場合は，道路端より 15 mとして計算
する。従って，w1 � 15 とする。

w2 道路近接建物列の平均後面位置から評価区間の直
前の建物（図–6.11では建物 a，bが相当する）の
後面位置までの水平距離 [m]。背後建物群の奥行
きを表す。

α 道路近接建物列の間隙率。次式で定義される。

α =

(
n∑

i=1

gi

)
/l

ここで，lは対象街区幅 [m]，gi（i = 1～n）は道
路近接建物列の i番目の建物間隔 [m]を表す。g1,

gn は，評価区間の両端（一般的には，市街地外周
の交差道路の中心線）から最も近い建物側壁面ま
での距離を示す。また，g2～gn−1 は隣接する建物
間の最短距離とする。

β 背後建物群の建物密度。次式で定義される。

β =
A2

w2l

ここで，A2[m2]は背後建物群中の建物の建築面積の
和を表す。βは同一街区でも評価区間位置（droad）
により異なる。

のように，騒音の予測・評価のための対象街区（区
間長：l [m]）を設定し，これを道路近接建物列と
背後建物群に大別してモデル化し，w2, α, β を用
いて次式により計算する。なお，この計算方法で
は地表面効果を無視している。

∆Lbldgs = 10 log10 α − 0.78
(

β

1 − β

)0.63

×w0.86
2 (6.24)

計算に用いる建物パラメータは表–6.1のとおり
である。
本法は，建物群中を伝搬する音の寄与のみを考

慮した予測計算方法である。予測点が建物より高
い場合や，遮音壁の設置された高架道路，盛土道
路に対する騒音予測では，建物群の上方を伝搬す
る音の寄与も併せて考慮する必要がある。その方
法は文献 [67, 69, 70]を参照。
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付　属　資　料

付属資料 A1 自動車走行騒音の周波数特性

この付属資料 A1では，密粒舗装及び排水性舗
装の自動車走行騒音の周波数特性（パワースペク
トル）を示す。

A1.1 密粒舗装におけるパワースペクトル

密粒舗装における自動車走行騒音のパワースペ
クトルは，以下に述べる方法で周波数帯域別（1/n

オクターブバンド別）に与える。扱う周波数帯域
は，オクターブバンドの場合は中心周波数 63Hz～
4 kHz，1/3オクターブバンドの場合は中心周波数
50Hz～5 kHzとする。

i番目の帯域の中心周波数 fc,i[Hz]における A
特性バンドパワーレベルLWA(fc,i) [dB]は次式で
計算する。

LWA(fc,i) = LWA + ∆LWA(fc,i) (A1.1)

ここで，LWAは密粒舗装の自動車走行騒音のA特
性音響パワーレベル [dB]（2章参照），∆LWA(fc,i)
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は fc,i における A 特性相対バンドパワーレベル
[dB]で，次式で与える。

∆LWA(fc,i) = ∆LW (fc,i) + ∆LA(fc,i)

+∆Ladj (A1.2)

ここで，∆LW (fc,i) は fc,i における補正量 [dB]
（式 (A1.3)，式 (A1.4)），∆LA(fc,i)は fc,iにおけ
る周波数重み付け特性 Aの値 [dB]（JIS C 1509-
1:2005参照），∆LadjはA特性相対バンドパワー
レベルのエネルギー合成値を 0 dBとするための
調整値 [dB]（式 (A1.5)）である。
（1）定常走行及び非定常・減速走行の場合

∆LW (fc,i) = −20 log10

[
1 +
(

fc,i

2500

)2
]

(A1.3)

（2）加速走行及び上り勾配走行の場合

加速時や上り勾配走行時でエンジン負荷が大き
い場合には低音域の音圧レベルが上昇する。この
影響を考慮する場合には式 (A1.3) に次式による
補正量∆LW,V (fc,i) [dB]を加える。

∆LW,V (fc,i) = 3 log10

(
1 +

630
fc,i

)
(A1.4)

また，∆Ladj [dB]は次式で計算する。

∆Ladj

= −10 log10

∑
i

10(∆LW (fc,i)+∆LA(fc,i))/10

(A1.5)

式 (A1.3)，式 (A1.4)で表される相対バンドパ
ワーレベルを図–A1.1に示す。また，定常走行及
び非定常・減速走行の場合のA特性相対バンドパ
ワーレベル∆LWA(fc,i) [dB]を表–A1.1に示す。

注記：自動車走行騒音の代表的スペクトルとして密粒舗装
におけるスペクトルモデルが広く利用されてきたが，最近の
自動車走行騒音の周波数特性の計測結果から，多くの場合，
主に 2 kHz 以上の周波数領域で ASJ RTN-Model 2003
のモデルよりも相対的に低下する傾向が明らかとなってい
る [71–73]。

A1.2 排水性舗装におけるパワースペクトル

排水性舗装における自動車走行騒音の fc,i での
A特性バンドパワーレベル LWA(fc,i) [dB]は，自
動車専用道路での敷設直後から 15年までの測定

図–A1.1 相対パワースペクトル（密粒舗装）

表–A1.1 A 特性相対バンドパワーレベル ∆LWA(fc,i)
（密粒舗装，定常走行及び非定常・減速走行）

中心周波数
[Hz]

A 特性相対バンドパワーレベル [dB]

オクターブバンド 1/3 オクターブバンド

50 −37.8

63 63 −29.1 −33.8

80 −30.2

100 −26.8

125 125 −19.0 −23.8

160 −21.1

200 −18.6

250 250 −11.6 −16.3

315 −14.4

400 −12.7

500 500 −6.4 −11.2

630 −10.1

800 −9.3

1,000 1,000 −4.2 −8.9

1,250 −9.0

1,600 −9.6

2,000 2,000 −6.0 −10.7

2,500 −12.4

3,150 −14.7

4,000 4,000 −12.9 −17.7

5,000 −21.1

オーバオール 0.0 0.0

値 [74]を基に次式で計算する。

LWA(fc,i) = LWA + ∆LWA,drain(fc,i)

(A1.6)

ここで，LWA は排水性舗装の自動車走行騒音
の A 特性音響パワーレベル [dB] （2 章参照），
∆LWA,drain(fc,i)は fc,i における排水性舗装の自
動車走行騒音のA特性バンドパワーレベルを求め
るための補正量 [dB]で，次式で計算する。
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表–A1.2 ∆Ldrain(fc,i) の値

中心周波数
[Hz]

∆Ldrain(fc,i) [dB]

オクターブバンド 1/3 オクターブバンド

1 年未満 1 年未満

50 0 0

63 63 0 0 0 0

80 0 0

100 0 0

125 125 0 0 0 0

160 0 0

200 0 0

250 250 +1.1 0 +1 0

315 +2 0

400 +3 0

500 500 +3.7 0 +4 0

630 +4 0

800 +4 −3

1,000 1,000 +2.0 −4.7 +2 −5

1,250 −2 −7

1,600 −4 −7

2,000 2,000 −4.0 −6.4 −4 −6

2,500 −4 −6

3,150 −4 −5

4,000 4,000 −3.4 −4.6 −3 −5

5,000 −3 −4

∆LWA,drain(fc,i)=∆LW (fc,i)

+∆Ldrain(fc,i)

+∆LA(fc,i)

+∆Ladj (A1.7)

ここで，∆LW (fc,i) は fc,i における補正量 [dB]
（式 (A1.3)，式 (A1.4)），∆Ldrain(fc,i)は表–A1.2

で与える fc,i における排水性舗装に関する補正量
[dB]，∆LA(fc,i)は fc,iにおける周波数重み付け特
性Aの値 [dB]（JIS C 1509-1:2005参照），∆Ladj

はA特性相対バンドパワーレベルのエネルギー合
成値を 0 dBとするための調整値 [dB]で次式によ
り計算する。

∆Ladj =

−10 log10

∑
i

10(∆LW (fc,i)+∆Ldrain(fc,i)+∆LA(fc,i))/10

(A1.8)

定常走行及び非定常・減速走行の場合の A 特
性相対バンドパワーレベル ∆LWA(fc,i) [dB] を
表–A1.3及び図–A1.2に示す。

表–A1.3 A特性相対バンドパワーレベル∆LWA(fc,i)（排
水性舗装，定常走行及び非定常・減速走行）

中心周波数
[Hz]

A 特性相対バンドパワーレベル [dB]

オクターブバンド 1/3 オクターブバンド

1 年未満 1 年未満

50 −39.2 −35.0

63 63 −30.4 −26.2 −35.2 −31.0

80 −31.5 −27.3

100 −28.1 −23.9

125 125 −20.4 −16.1 −25.1 −20.9

160 −22.4 −18.2

200 −20.0 −15.8

250 250 −11.8 −8.7 −16.7 −13.5

315 −13.7 −11.5

400 −11.0 −9.8

500 500 −4.1 −3.6 −8.5 −8.3

630 −7.4 −7.2

800 −6.6 −9.4

1,000 1,000 −3.5 −6.0 −8.3 −11.1

1,250 −12.3 −13.1

1,600 −15.0 −13.8

2,000 2,000 −11.3 −9.5 −16.1 −13.9

2,500 −17.7 −15.5

3,150 −20.1 −16.9

4,000 4,000 −17.7 −14.6 −22.0 −19.8

5,000 −25.5 −22.3

オーバオール 0.0 0.0 0.0 0.0

図–A1.2 A 特性相対バンドパワーレベル（定常走行及び
非定常・減速走行，1/3 オクターブバンド）
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付属資料 A2 周波数ごとの伝搬計算法

この付属資料 A2では，伝搬特性を周波数ごと
に計算する方法について示す。

1.3節にならい，i番目の道路区間の中心に自動
車を模した点音源を想定し，予測点におけるA特
性音圧レベル LA,i [dB]を次式で計算する。

LA,i = 10 log10

∑
n

10LA,i(fn)/10 (A2.1)

ここで，LA,i(fn) は n 番目の周波数 fn [Hz] に
おける A特性音圧レベル [dB]である。得られた
LA,i を式 (1.5)に代入して LAE を求め，式 (1.6)
を用いて LAeq,T を算出する。

LA,i(fn)の計算方法について，実用計算法と精
密計算法を以下に示す。両手法とも，遮音壁周辺
の回折などの影響を図–A2.1又は表–A2.1の個々
の伝搬経路の寄与において計算し，最後に全経路
の寄与を合算する。地表面効果を考慮せず実数領
域で演算を行う場合には実用計算法を，地表面効
果を考慮するため複素数演算を行う場合には精密
計算法を選択する。
計算周波数 fn は，実用計算法の場合には

100Hz～5 kHzの 1/3オクターブバンド中心周波
数とし，精密計算法の場合には 100Hz～5 kHzの
1/3オクターブバンドに 1/9オクターブ以下の間
隔で設定する [75]。
各計算法の記述において，LWA(f)は中心周波数

f [Hz]における自動車走行騒音の 1/nオクターブ
バンド音響パワーレベル [dB]（付属資料A1参照）
である。排水性舗装の影響は LWA(f)の変化とし
て考慮し，伝搬過程における影響は考慮しない。

A2.1 実用計算法

A2.1.1 伝搬計算の基本式

自由空間での伝搬計算式を基本とし，周波数
f [Hz]における点音源 Sからの予測点 Pへの伝
搬を次式で計算する。

LA,i(f) = 10 log10

M∑
m=1

10LA,m(f)/10

+∆Lg,ex(f) (A2.2)

図–A2.1 音の伝搬経路

LA,m(f) = LWA(f) − 11 − 20 log10 rm

+∆Ldif,m(f) + ∆Lair,m(f)

(A2.3)

ここで，添字mは図–A2.1での伝搬経路mを表
し，M は伝搬経路数で遮音壁がない場合が 2，ある
場合が 4である。LA,m(f)は伝搬経路 mにおけ
るA特性音圧レベル [dB]，rmは伝搬経路mに関
する伝搬距離 [m]，∆Ldif,m(f)は回折補正量 [dB]
（遮音壁がない場合には 0 dBとする），∆Lair,m(f)
は空気の音響吸収に関する補正量 [dB]，∆Lg,ex(f)
は地表面超過減衰に関する補正量 [dB]である。

A2.1.2 回折補正量∆Ldif ,m(f)
伝搬経路mに関する回折補正量∆Ldif,m(f) の
計算方法として以下に二つの方法を示す。
道路交通騒音のような移動音源からの騒音は予

測点の直前の音源からの寄与が大きく，LAeq評価
では直前付近の音源についての予測精度が特に重要
である。そのような場合には前川の実験式 [23, 24]
を用いる。なお，以下では，∆Ldif,m(f)を∆Ldif

で表す。

∆Ldif =

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

−13 − 10 log10 N N ≥ 1

−5 ∓ 8
sinh−1(|N |0.485)

sinh−1(1)
−0.324 ≤ N < 1

0 N < −0.324

(A2.4)

ここで，N = 2δ/λはフレネル数，δは回折経路差
[m]（3.2.1項に準じて定義），λ = c/f は波長 [m]

－　参 - 39　 
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表–A2.1 伝搬経路の設定，Rm と Gm の定義式

（cは音速 [m/s]，気温 20�で 343.7m/s）である。
式中の ∓符号は，N ≥ 0の場合を負，N < 0の
場合を正とする。
一方，音源が障壁に近接する場合や，音源が予

測点正面から障壁の延長方向に離れ “かすめ入射”
となる場合には式 (A2.4)は効果が過大となる。そ
のような場合には反射性障壁に対する回折の漸近
解 [76]による回折補正量を近似した以下に示す計
算式 [77]を用いることができる。なお，以下の近
似計算式の適用範囲は，予測点 Pから音源 Sが見
えない場合である。

∆Ldif = 10 log10 (DSP + DS′P)2 (A2.5)

DSP =
1

2π
√

NSP + 0.18

·
√

1 +
{

1
2π(N0.6

SP + 0.180.6)1/0.6

}2

(A2.6)

DS′P =
1

2π
√

NS′P + 0.18

·
√

1 +
{

1
2π(N0.6

S′P + 0.180.6)1/0.6

}2

(A2.7)

ここで，NSP = 2δSP/λはフレネル数，δSP は回
折経路差 [m]（図–A2.2で，δSP = Rd,SP–Rg,SP），
λ = c/f は波長 [m]（cは音速 [m/s]）である。同
様にNS′P は，音源 Sの障壁に対する鏡像音源 S′

に置き換えて計算する。

A2.1.3 空気の音響吸収に関する補正量

∆Lair,m(f)
∆Lair,m(f)は，単位距離当たりの減衰量 α(f)

[dB/m]とm番目の経路の伝搬距離 rm [m]の積
として，次式により計算する。

∆Lair,m(f) = −α(f) · rm (A2.8)

α(f) は 1 気圧の大気（101.325 kPa）を仮定し，

－　参 - 40　 
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図–A2.2 幾何配置と伝搬経路

JIS Z 8738:1999を近似した次式で計算する [78]。

α(f) = f2 × 10−10

·
{

1.60 +
bOfrO

f2
rO + f2

+
bNfrN

f2
rN + f2

}
(A2.9)

ここで，frO 及び frN は酸素分子及び窒素分子の
共鳴周波数 [Hz]，bO及び bNは酸素分子及び窒素
分子に関係する減衰に係る係数で次式で計算する。

frO = 24+4.04×104h
0.02 + h

0.391 + h
(A2.10)

frN =
17.1√

TC+273

[
9 + 18100×h×e

− 3500
TC+819

]
(A2.11)

h = 41200×hr×10
− 8070

(TC+273)1.261 (A2.12)

bO = 1.11 × 109 × e
− 2240

TC+273

(
293

TC + 273

) 5
2

(A2.13)

bN = 9.28 × 109 × e
− 3350

TC+273

(
293

TC + 273

) 5
2

(A2.14)

ここで，TCは気温 [�]，hrは相対湿度 [%]である。
A2.1.4 地表面による超過減衰補正量∆Lg,ex(f)
∆Lg,ex(f)は反射性地面を基準とする音圧レベ

ルの変化量を表す。通常は ∆Lg,ex(f) ≤ 0 であ
るので，安全側予測の観点から∆Lg,ex(f) = 0と
する。

注記：地表面と気象の影響を A4.2 節の波動数値解析によ
り算出し，∆Lg,ex(f)として用いてもよい。なお，この方
法は平坦地形で点音源が地表面に接している場合のみを対
象とする。

A2.2 精密計算法

遮音壁周辺の回折，地表面の吸音性，法面を含
む地形の各影響を波動的に考慮する伝搬計算方法
を示す。
表–A2.1に示す断面地形が無限に続く直線道路

を想定する。点音源 Sは路面に接する。図中のA
及びDは無限遠である。図に示した地形と遮音壁
の影響だけを考慮しているため，例えば反対車線
の路肩に建てられた遮音壁による反射などについ
ては，別途計算する必要がある。

A2.2.1 伝搬計算の基本式

遮音壁背後の音場を表–A2.1に示すM 本の伝搬
経路の寄与の和と考え，周波数 f [Hz]における予
測点 P1 の LA,i (f) [dB]を次式で計算する [79]。

LA,i(f)=LWA(f)−8

+10 log10

∣∣∣∣∣
M∑

m=1

Dm ·Rm ·Gm ·Am

r0,m

∣∣∣∣∣
2

(A2.15)

ここで，r0,m は m番目の経路に対応する直達経
路長 [m]（3.2.1項参照），Dm は遮音壁による遮
蔽効果を表す係数，Rm は地表面の反射率を表す
係数，Gmは反射面の面積の影響を表す係数，Am

は空気の音響吸収の影響を表す係数である。以下
の記述では虚数単位を iと表し，時間項 e−iωt（ω

は角周波数 [rad/s]）は省略する。
A2.2.2 遮音壁に関する回折影響係数Dm

薄い反射性半無限障壁を想定した回折影響係数
Dm は，次式で計算する。

Dm = D (Nm) eikrm (A2.16)

D(N)

=

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

1
2
√

5N
1 ≤ N

1
2(
√

5)
√

N
0 ≤ N < 1

1
2

(
1 +

√
|N |
0.30

)
−0.30 ≤ N < 0

1 N < −0.30

(A2.17)

ここで，k = 2π/λは波数，rm はm番目の経路
の回折経路長 [m]（3.2.1項参照）であり，フレネ

－　参 - 41　 
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ル数 Nm は A2.1.2項と同様に定義する。
薄い遮音壁ではなく張り出し型遮音壁や先端改

良型遮音壁について計算を行う場合，R3.2節に示
す方法で回折影響係数を設定する。

A2.2.3 地表面の反射係数Rm

地表面の複素音圧反射係数Rmを定義する。各
経路における定義式を表–A2.1 に示す。図–A2.3

の遮音壁上端X–反射面AB–受音点 Pの経路につ
いて，複素音圧反射係数QX–AB–P′ を次式で計算
する [80]。

QX–AB–P′ = VX–AB–P′ + Q′
X–AB–P′

(A2.18)

VX–AB–P′ =
cos θ − β

cos θ + β
(A2.19)

Q′
X–AB–P′ =

4βb (1 + β cos θ)
(cos θ + β)3

G
(√

ikr′b
)

−π < arg(b) < π (A2.20)
b = 1 + β cos θ −

√
1 − β2 sin θ

Re
[√

1 − β2
]

> 0 (A2.21)

G(z) = 1 + i
√

πz · w(z) (A2.22)

w(z) = e−z2
(

1 +
2i√
π

∫ z

0

et2dt

)
(A2.23)

ここで，θは反射面への入射角，βは面AB表面の
比音響アドミタンス比，r′はXから鏡像受音点P′

までの経路長 [m]，w(z)は複素誤差関数である。
面ABの面積が有限であることの影響はA2.2.4項
の係数Gmで考慮し，ここでは無限平面に関する
反射係数として与える。βは，実効的流れ抵抗 σe

[kPa s/m2]を用いて次式で計算する [13]。

1
β

= 1+5.50
(

σe

f

)0.632

+i ·8.43
(

σe

f

)0.632

(A2.24)

σeの実測値が得られない場合には，表–A2.2の値
を用いてもよい。

注記 1：式 (A2.20)は kr′ sin2 θ 
 1の条件に基づく漸近
解 [80]であるが，道路交通騒音予測においては，この条件
を超える範囲に適用しても影響は小さい。
注記 2：道路端に設置された遮音壁の後背地における騒音
予測に限れば，図–A2.3の面 ABを基準とする壁上端 Xの
高さが 3 m 以上，予測点 P の高さが 1.2 m 以上，X から
P′ までの距離が 20 m以内であれば，Q′

X–AB–P′ ≈ 0と近
似しても等価騒音レベルの予測精度への影響は小さい [81]。
注記 3：式 (A2.23) の w(z) は近似式を用いて求めること
ができる [82]。

図–A2.3 地表面による音波の反射

表–A2.2 地表面の種類と実効的流れ抵抗

地表面の種類
地表面の

実効的流れ抵抗
σe [kPa s/m2]

コンクリート，アスファルト 20,000

運動場などの固い地面 1,250

芝地，田んぼ，草地 300

表面の柔らかい畑地，耕田 75

図–A2.4 スリット法による反射面積影響の計算

A2.2.4 反射面積影響係数Gm

反射面の面積と寄与率の関係を表す係数Gmを
定義する。各伝搬経路における定義式を表–A2.1

に示す。図–A2.4の反射面 ABについてスリット
法の概念（図–3.17参照）を適用し，遮音壁上端X
からスリット ABを経て鏡像受音点 P′ へ到達す
る寄与を表す係数 ΓX−AB−P′ を次式で定義する。

ΓX−AB−P′ = Dslit (NXAP′)−Dslit (NXBP′)

(A2.25)

Dslit(NXAP′)は経路 XAP′ のフレネル数 NXAP′

に対する回折影響係数で，次式で計算する [83]。

Dslit(N)=

⎧⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎩

0 0.30 < N

1
2

{
1 ∓
√

|N |
0.30

}
|N | ≤ 0.30

1 N < −0.30

(A2.26)

ここで，式中の ∓ 符号は，N ≥ 0 の場合を負，
N < 0の場合を正とする。

A2.2.5 空気の音響吸収に関する影響係数Am

空気の音響吸収に関する影響係数 Amを定義す
る。A2.1.3項に従い算出した α(f)を用い，次式

－　参 - 42　 
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により計算する。

Am = 10−α(f)·rm/20 (A2.27)
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付属資料 A3 信号交差点部の騒音の計算方法

信号交差点部の騒音予測計算方法としては，交
差点の信号周期と自動車の挙動を考慮した交通流
シミュレーションモデルに基づくダイナミックシ
ミュレーション手法 [84]があるが，ここでは表–

A3.1に示す実用計算法（準精密法）と簡易計算法
（準精密法を簡便化した方法）の 2種類を示す。

A3.1 実用計算法 [46]
信号 1サイクルを対象にして，青現示で通過す

る自動車と，赤現示で減速，停止，加速走行する自
動車に分けて車線別に計算する。また，自動車走
行騒音のA特性音響パワーレベルは，車種構成か
ら求めた平均パワーレベル LWA [dB]を用いる。
青現示で走行する自動車からの LAeq [dB]は，
定常走行として計算する。赤現示で加減速を伴っ
て走行する自動車については，図–A3.1に示すよ
うに，個々の自動車からの騒音レベル LA [dB]の
ユニットパターンを計算し，LAE [dB]を求め，赤
現示で停止するすべての自動車を考慮して LAeq

を計算する。これらの LAeq をパワー合成して全
体の LAeq を計算する。

表–A3.1 信号交差点部の騒音の計算方法

計算方法 概要

実用計算法
（準精密法）

青現示で定常走行する自動車と，赤現
示で減速，停止，加速する自動車に分
けて LAeq を計算する方法 [46]。

簡易計算法
（準精密法を簡
便化した方法）

道路を定常走行区間と加速・定常混合
区間に分けて LWA を設定し，LAeq を
計算する方法 [46]。

図–A3.1 赤現示の場合の LA の例

以下に，赤現示の場合における諸条件の設定方
法を示す。
（1）交通量の設定

1回の赤現示で停止する交通量 NR [台/サイク
ル]は，次式により設定する。

NR = NC · TR

TC
(A3.1)

ここで，NC は信号 1サイクルの間に交差点を通
過する交通量 [台/サイクル]，TR は赤現示の時間
[s]，TC は信号 1サイクルの時間 [s]である。
（2）平均パワーレベル LWA

2車種分類で大型車類混入率 q の場合の平均パ
ワーレベル LWA [dB]は次式で計算する。

LWA = aL + b log10 V + 10 log10(1 + c · q)
(A3.2)

ここで，aLは小型車類のパワーレベルの定数 [dB]，
bは速度依存性を表す係数，V は走行速度 [km/h]，
cは小型車類に対する大型車類のパワーレベル換
算係数で，大型車類のパワーレベルの定数 aH を
用いて次式により計算する。

c = 10(aH−aL)/10 − 1 (A3.3)

－　参 - 43　 
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表–A3.2 自動車の加速度

走行状態 加速度 [m/s2]

加速時 1.0

減速時 −1.3

注記：4 車種分類の場合でも，車種別のパワーレベルの定
数 a の差を用いて平均パワーレベルを設定できる。

（3）自動車の加速度

交差点部を走行する自動車の減速時及び加速時
の加速度は，表–A3.2に示す値を用いる。
（4）平均停止間隔と音源位置

自動車が赤現示で停止するときの平均停止間隔
d [m]は次式で計算する。

d = dL + (dH − dL) · q (A3.4)

ここで，dLは小型車類の停止間隔（= 6）[m]，dH

は大型車類の停止間隔（= 12）[m]，qは大型車類
混入率である。
赤現示で停止する n 番目の自動車の音源位置

xn [m]（停止線からの距離）は次式で計算する。

xn = (n − 0.5)d (A3.5)

（5）右左折時の平均走行速度

右左折時の平均走行速度は 20 km/hとする。な
お，20 km/hに達するまでの速度は，表–A3.2に
示す加速時の加速度を用いて設定する。

A3.2 簡易計算法 [46]
実用計算法（準精密法）での個々の自動車の走

行を，1台の自動車の走行で代表させ，その自動
車が定常走行区間の速度で走行しているとして計
算する方法である。このとき，実際にすべての自
動車が定常走行する区間と，赤現示で一部の自動
車が停止・加速走行する区間（加速・定常混合区
間）で，LWAを区別して設定する。図–A3.2に加
速・定常混合区間と定常走行区間のイメージを，
図–A3.3にユニットパターンのイメージを示す。
ユニットパターンを積分して求めたLAE に評価
時間 T [s]内の交通量NT [台]を考慮して式 (1.6)
により LAeq,T を計算する。
（1）加速・定常混合区間と定常走行区間の設定

加速・定常混合区間は，赤現示で停止する自動
車の先頭から最後尾までの滞留区間 lstop [m]と，
青現示後に先頭の自動車が加速し終えるまでの区
間長 laccel [m]の和とする。各々の区間長は，次式

図–A3.2 加速・定常混合区間のイメージ

図–A3.3 ユニットパターンのイメージ

で計算する。

lstop = d · NR (A3.6)

laccel =
v2

2aaccel
(A3.7)

ここで，aaccelは加速時の加速度 [m/s2]で表–A3.2

に示す値，v は定常走行区間の走行速度 [m/s]で
ある。
定常走行区間は，加速・定常混合区間以外の区

間とする。
（2）平均パワーレベル LWA

平均パワーレベル LWA [dB]は，定常走行区間
については式 (A3.2) に示した方法により設定す
る。加速・定常混合区間の LWA は，定常走行時
（青現示の走行時）の平均パワーレベルLWA,B [dB]
と加速走行時の LWA,R [dB]を，それぞれの信号
現示で通過する交通量の比でパワー平均した値と
し，次式で計算する。

LWA

=10 log10

NR ·10LWA,R/10+(NC−NR)·10LWA,B/10

NC

(A3.8)

なお，加速走行時の LWA,Rは，加速走行時のパ
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ワーレベル設定式に定常走行区間の速度を代入し
て設定する。
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付属資料 A4 波動数値解析による騒音の計算
方法

平行壁を有する平面道路上に高架道路が併設さ
れた場合や半地下構造道路で張り出し部分が長い
場合など，道路構造が複雑な場合，本文で述べた
実用計算法では限界がある。このような場合には，
境界要素法（BEM），時間領域差分（FDTD）法
などの波動数値解析手法を援用することができる。
十分長い距離にわたって同一の断面形状を持つ直
線道路に対象を限定することにより，干渉性線音
源を想定し計算負荷が非常に小さい 2 次元解析，
及び点音源を想定したユニットパターンを計算で
きる 2.5次元解析（後掲の図–A4.2参照）のいず
れかが実用的に適用可能である。これらの方法に
ついて，A4.1節に示す。
一方，屋外における音の伝搬は，風や日照など

による影響を強く受ける。これらの気象影響の予
測が必要な場合，Parabolic Equation（PE）法と
呼ばれる波動数値解析手法を適用可能である。遮
音壁等のない平坦地形のみに対象が限定されるも
のの，高さ方向の風速分布と気温分布に起因する
屈折伝搬と，草地など吸音性を有する地表面の影
響を，予測可能である。この方法について，A4.2
節に示す。

A4.3節には，すべての解析手法に共通する留意
点を示す。

注記：道路沿道の騒音伝搬問題では数十～数百 m 以上の
3 次元空間を対象とする必要があるが，波動数値解析では
波長に応じて境界面や音場領域を細かく離散化する必要が
あるため，3 次元音場解析には実用上の困難が伴う。計算
機容量を節約し，計算を高速化するためのアルゴリズムが
研究されている [85, 86] が，現在のところ，広い周波数帯
域にわたる 3次元解析が実用的に用いられるには至ってい
ない。

A4.1 複雑な道路構造に関する計算方法

十分長い距離にわたって同一の断面形状を持つ
直線道路を対象とする。高架道路の独立した橋脚
からの反射，半地下構造道路の横梁による反射，
街路や沿道建物連坦部における建物間の隙間を通

図–A4.1 有限長区間からの道路交通騒音の予測

しての音の伝搬などは解析できない。このような
3次元的形状を考慮しなければならない場合には，
縮尺模型実験 [22]を適用する。

A4.1.1 2次元波動数値解析の適用

図–A4.1に示すように，予測点 Pから道路を見
込む角Ψ [rad]の範囲に線音源Qlineを設定し，中
心周波数 f [Hz]のバンドにおける予測点 Pでの
A特性音圧レベル LA(f) [dB]を次式で計算する。

LA(f) ≈ LWA,line(f) + 10 log10

Ψ
π

−3 − 10 log10 l + ∆L2D(f)

(A4.1)

ここで，LWA,line(f)は中心周波数 f [Hz]のバン
ドにおける線音源の単位長さ（1 m）当たりの A
特性バンドパワーレベル [dB]で，自動車の走行騒
音 A特性バンドパワーレベル LWA(f) [dB]（付
属資料 A1参照）から次式で計算する。

LWA,line(f) = LWA(f) − 10 log10

1000 V

N
(A4.2)

ここで，V は走行速度 [km/h]，N は交通量 [台/h]
である。
また，∆L2D(f)は 2次元波動数値解析によって

求められる障壁などの挿入損失 [dB]で，次式で
計算する。

∆L2D(f) = 10 log10

∣∣∣∣ φ2D(k)
φ2D,00(k)

∣∣∣∣
2

(A4.3)

ここで，φ2D(k)は，波数 k(= 2πf/c)における，
障壁などがある場合の予測点 Pにおける複素音圧
で，境界要素法，時間領域差分法などによって求
める [87, 88]。また，φ2D,00(k)は障壁などの音響
障害物が全くない場合（2次元半自由空間）の予
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測点 Pにおける複素音圧である。
境界要素法（時間項 e−iωt）を用いる場合，

φ2D,00(k)は次式で計算できる。

φ2D,00(k) =
i

2
H

(1)
0 (kl) (A4.4)

ここで，H
(1)
0 (x)は 0次第 1種Hankel関数，cは

音速 [m/s]である。
時間領域差分法を用いる場合，対象道路が存在

する 2次元音場計算とは別に，2次元半自由音場
を設定して 2次元音場計算を行い，得られた結果
を基に φ2D,00(k)を求める。

注記：2 次元波動数値解析は，円筒音源（干渉性線音源）
からの音の伝搬を解析することに相当するので，道路交通
騒音源のモデルであるランダム位相の点音源列（非干渉性
線音源）とは物理的に異なる。しかし，十分長い直線道路
における障壁の挿入損失や地表面効果について検討した結
果 [89–91] によれば，予測点から ±60◦ 以内の線音源に対
する挿入損失と 2次元波動数値解析による計算値の差異は
1～2 dB 程度に収まることが分かっている。従って，2 次
元数値解析によって計算した障壁などによる挿入損失を，
実用計算法における伝搬計算に補正量として加えることに
よって近似解を得ることができる。

A4.1.2 2.5次元波動数値解析の適用

図–A4.2に示すように，一様な断面形状が z 方
向に連続しており，点音源 (S) が存在する音場
は，2.5次元音場と呼ばれる。このような音場の
受音点 (R) における複素音圧 φ3D(x, y, z, k) は，
断面形状をモデル化した 2 次元音場における複
素音圧 φ2D(x, y, k)と下式のように関連付けられ
る [92, 93]。

φ3D (x, y, z, k)

=
1
π

∫ +∞

0

φ2D

(
x, y,
√

k2 − k2
z

)
cos kzzdkz

(A4.5)

2次元空間内の波数を k2D =
√

k2 − k2
z と定義

すると，式 (A4.5)より，kz の変化に応じて k2D

が k → 0 → j · ∞ と変化するので，そのような
k2Dに対して φ2D(x, y, k)を計算し，式 (A4.5)に
基づいて 3次元解 φ3D(x, y, z, k)を計算する。

2次元解 φ2D(x, y, k)を求めるには，境界要素
法や時間領域差分法を用いる。境界要素法を用い
る場合には，式 (A4.5) の積分を近似計算するた
め，離散的な k2D に対する 2次元解を計算する。
解の精度を確保するためには，ある程度狭い波数
の間隔で，多数の 2次元解を計算しておく必要が
ある。特に k2D = 0で φ2D(x, y, k)が発散してし

図–A4.2 2.5 次元音場

まう [94]ため，その近傍では k2Dの間隔を細かく
設定する必要がある。
時間領域差分法を用いる場合には，時間領域のイ

ンパルス応答をあらかじめ一つ求めておき，その応
答をフーリエ変換して実波数に対するφ2D(x, y, k)
を，ラプラス変換して虚波数に対する φ2D(x, y, k)
を求めることができる [95]。フーリエ変換やラプ
ラス変換を用いるため，一つのインパルス応答か
ら k2Dの間隔を自在に調整できるが，吸音境界を
有する音場に対しては定式化されておらず，反射
性境界を持つ音場に適用が限定される。

A4.1.3 境界要素法を適用する際の留意点

（1）境界要素の大きさ

計算対象とする音の波長の 1/5 以下に設定す
る [96, 97]。できれば 1/8以下とすることが望ま
しい。

（2）音響障害物の内部共振の回避

音響障害物の寸法によって決まるある特定の周
波数で計算上の共振（内部共振）が生じ，これに
よって大きな計算誤差が生じる場合があるので注
意が必要である。この問題を解決するための方法
が幾つか報告されている [98–100]。
（3）遮音壁頂部付近の吸音性表面

先端改良型遮音壁（参考資料 R3参照）などに
おいて，遮音壁頂部に吸音材が配置される場合が
ある。材料の吸音特性を複素ノーマルインピーダ
ンス（A4.3.3節参照）で設定すると，遮音壁背後
の回折音が過小予測される場合がある [101]。

A4.1.4 時間領域差分法を適用する際の留意点

（1）差分スキームの選択

最も簡易な差分スキームであるYeeアルゴリズ
ム [102]を用いると，広い音場を計算する際，必
要な計算ステップが数千以上になった場合に，数
値分散性の影響で蓄積された計算誤差が無視でき
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なくなる。従って，数値分散誤差を軽減するため
に，FDTD(2,4)法 [103]に代表される高次の差分
スキームを用いることが望ましい。

注記：数値分散誤差を軽減するために，高次差分スキー
ム [104]，Compact差分スキーム [105]など種々の手法が
開発されている。空間差分だけでなく，時間積分について
も精度の高い計算方法が提案されている [106]。

（2）差分格子の大きさ

差分格子の大きさと数値分散誤差の関係より，
Yee アルゴリズムを用いる場合は対象とする音
の波長の 1/20 程度に設定することが望ましい。
FDTD(2,4) 法などの高次差分スキームを用いる
場合は，対象とする音の波長の 1/10程度に設定
してもよい。
有限差分法では直交グリッドを用いるために物

体の形状を凹凸近似することが多いが，差分格子
が物体の形状をよく模擬できるような格子の大き
さに設定するよう注意する。

（3）無反射端の設定

時間領域差分法を道路交通騒音予測に適用する
場合には，開空間を模擬するための高度な無反射
境界を設定する必要がある。時間領域差分法で最
もよく用いられる PML吸音境界層 [107, 108]を
設定するのが望ましい。特に，遮音壁や建物背後
における回折場を計算する場合，仮想境界からの
反射音が相対的に無視できなくなる場合があるの
で，反射音を十分に低減できるよう PML吸音境
界層を設定しなければならない。

A4.2 気象影響の計算方法

屋外における音の伝搬は，風や高さ方向の温度
分布の影響を強く受ける。このような気象影響を
考慮できる計算方法として，PE法がしばしば用
いられる [109, 110]。

A4.2.1 PE法の適用

PE法は周波数領域の解法であり，音源から受
音点方向に伝搬する進行波成分のみに着目して
Helmholtz方程式を解く手法である。z 軸を回転
軸とする回転対称音場を仮定して，図–A4.3に示す
ように，地表面からの高さ zと点音源からの距離 r

による 2次元座標系（r, z）を考える。対象とする
2次元音場全体を計算格子に分割し，音源点を含
む r = 0の z軸上の音圧分布を初期条件として設
定し，r方向に隣接する次の直線上 r = ∆rにおけ
る音圧分布を求める。同様に，r = 2∆r, 3∆r, · · ·

図–A4.3 ユニットパターン計算における PE 解析

の音圧分布を逐次繰り返し求めていくことで受音
点の複素音圧を算出する。地表面の複素ノーマル
インピーダンスを考慮でき，また，音場内各点の
ベクトル風速及び温度に基づき，各点の実効音速
を仮定することで，音の伝搬に及ぼす気象の影響
を考慮することが可能である。その一方で，音響
障害物からの反射，散乱等については考慮できな
い。そのため，見通しの効く開けた屋外において
長距離にわたって音が伝搬するような条件への適
用が一般的である。
道路交通騒音の予測に PE 法を適用する場合，

図–A4.3のように対象道路上に離散的に音源点を
配置し，受音点におけるユニットパターンをA2.1
節（周波数ごとの実用計算法）に準じて計算する。
解析対象を平坦地形で点音源が地表面に接してい
る場合に限定し，式 (A2.2)における超過減衰補正
量∆Lg,ex(f)を以下の手順で算出する [32]。各音
源点と予測点を含む 2次元断面において，高さ z

に対するベクトル風速分布 �v(z) cos θ 及び温度分
布 T (z)に基づき実効音速の分布 ceff(z)を仮定し
て周波数 f [Hz]における PE解析を行い，i番目
の音源位置 Si から予測点 Pへの伝搬に関する複
素音圧 φi(f)を算出する。実効音速分布 ceff(z)は
次式で定義される。

ceff(z) = 331.5 + 0.61T (z) + �v(z) cos θ

(A4.6)

同じ Si から Pへの伝搬について，無風で温度一
様の音速分布を想定し，なおかつ地表面を完全反
射性とした解析を別途行い，複素音圧 φi,00(f)を
算出する。これらを次式に代入し，∆Lg,ex(f)を
算出する。
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∆Lg,ex(f) = 10 log10

∣∣∣∣ φi(f)
φi,00(f)

∣∣∣∣
2

(A4.7)

A4.2.2 PE法を適用する際の留意点
（1）音響障害物からの反射・散乱

PE法は，平坦な地表面上の伝搬について気象及
び地表面の反射を考慮して波動音響解析を行う手
法である。そのため，音場内の音響障害物からの
反射，散乱等については基本的には考慮できない。
（2）伝搬方向の制限

PE法では，平坦な地表面に沿った音の伝搬につ
いて高精度の解析が可能な一方，仰角が大きな方向
への伝搬については精度が低下する。基本的なPE
法の解法である Crank-Nicholson PE（CN-PE）
の場合，適用可能な仰角範囲は 30◦ 程度，高速解
法であるGreen’s-function PE（GF-PE）の場合
75◦ 程度とされている。
（3）差分格子の大きさ

CN-PEの場合，∆r, ∆zともに波長の 1/10以
下に設定することが望ましい。また，GF-PE を
適用する場合は，∆rを波長の 10倍程度に設定す
ることが可能である。
（4）無反射端の設定

PE法を道路交通騒音予測に適用する場合には，
開空間を模擬するため解析対象音場の上端に仮想
吸音境界層を設定する必要がある。遠方までの伝
搬計算を行う場合，吸音境界層への音波の入射角
が浅くなることから，吸音境界層を十分厚く（波
長の 50倍程度）設定する必要がある。

A4.3 共通の留意点

A4.1節及びA4.2節の各計算方法に共通して留
意すべき点を，以下に示す。

A4.3.1 計算周波数

計算周波数は，中心周波数 125Hz～4 kHzの 6
オクターブバンドを含む帯域とする。境界要素法
などで周波数領域の計算を行う場合には 1/9オク
ターブ以下の間隔で計算周波数を設定する [75]。

注記：計算時間や計算容量に制限がある場合，道路交通騒
音の主要な周波数成分が含まれている 250 Hz～2 kHzの 4
オクターブバンド帯域としてもよい。

A4.3.2 音源の設定位置

音源位置は道路の路面上とする。

注記：境界要素法を用いる場合，路面に接して音源を設定で
きないことがある。このような場合，音源高さを対象とする音
の波長の 1/20以下として路面近傍に設定してもよい [111]。

A4.3.3 境界面の吸音特性の設定

波動数値解析では，境界面の音響特性として複
素ノーマルインピーダンスを設定する必要がある。
コンクリート面などは完全反射として扱ってよい
が，吸音材料が用いられている場合にはそのノー
マルインピーダンスを用いる。地表面のインピー
ダンスについては付属資料 A2の式 (A2.24)を適
用することができる。また，排水性舗装について
は，文献 [112]にインピーダンスの実測結果が報
告されている。

注記 1：騒音対策用の吸音材料の音響特性は，通常は吸音
率で表されている。この吸音率からノーマルインピーダン
スの実数部のみを推定して波動数値解析の計算に用いるこ
とが多いが，吸音効果が過大に評価される場合があるので
注意が必要である [111]。
注記 2：地表面のインピーダンス z を式 (A2.24) の β を
用いて設定する場合，時間項が e−iωt なら z = 1/β, eiωt な
ら z = 1/β∗（*は複素共役）として換算する。
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参　考　資　料

参考資料 R1 ハイブリッド・電気自動車の走
行騒音のパワーレベル

我が国におけるハイブリッド自動車（HV）や電
気自動車（EV）の保有台数は，平成 23年度まで
にそれぞれ 203万台及び 2万 4,000台である。全
自動車の保有台数の 3%程度ではあるが，その販
売普及率は非常に高く，今後もこの傾向は続くと
予想される [113, 114]。このような電動モータ走
行が可能な車両は，地球温暖化対策などの環境面
から大いに期待されている。その反面，ガソリン

図–R1.1 ハイブリッド自動車とガソリンエンジン車の騒
音レベルの比較

エンジン車などに比べて走行音が小さいことから，
走行速度 20 km/h以下の場合に車両の接近を知ら
せる人工音の発生装置（車両近接通知装置）に関
するガイドラインが示されるに至っている [115]。

HVのモータ走行時におけるA特性音圧レベル
の最大値 LA,Fmaxとガソリンエンジン車（GEV）
のそれとを比較した例として，走行車線から 2m離
れた点における実験結果を図–R1.1に示す [116]。
速度 15 km/h以下になると HVの騒音レベルは，
GEVに比べて 5 dB程度以上も低下していること
が分かる。図–R1.2は，同エンジン型式の HVと
GEV（車両重量，タイヤ寸法ともほぼ同じ）を用い
て，密粒舗装での加速時と定常走行時のパワーレベ
ル LWA を比較した実験結果の例である [15]。発
進直後の 50m点におけるHVのLWA（20 km/h）
は，GEVに比べて約 5 dB低くなるが，50 km/h
以上の定常走行時では同程度になっている。また，
EVについても低速走行時のパワーレベルは，GEV
に比べて大きく低下するとの報告がある [117]。
このようにHV・EVによる騒音低減効果は，エン
ジン系騒音が支配的となる信号交差点やインター
チェンジ部などで期待できると考える。

注記：先に述べたように，HV・EVの保有台数は，全車両
に比べてわずかで，平成 24年の国内市販車両も HVが 37
車種，EVは 18車種であることなどから [118]，今後，普
及するこれら車種や台数なども考慮しつつ，HV・EVのパ
ワーレベルのデータを蓄積し，道路交通騒音の予測に適用
できるよう検討を進めていく必要がある。
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図–R1.2 ハイブリッド自動車とガソリンエンジン車のパ
ワーレベルの比較

p. 343 (2013.5).
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参考資料 R2 二層式排水性舗装の騒音低減効果

我が国で採用されている二層式排水性舗装は，
上層に最大粒径 5 mm～8 mm，下層に最大粒径
13mm のポーラスアスファルト混合物を使用し
たものであり，舗装厚は上層が 15mm～20mm，
下層が 30mm～50mmである [119–121]。一層式
排水性舗装（以下，排水性舗装という）の構造と
比較した例を図–R2.1に示す。

（1）騒音低減効果

図–R2.2は，試験走路に複数の舗装を施工して，
乗用車と大型車の試験車を用いて走行実験を行い，
測定されたA特性音圧レベルの最大値LA,Fmaxを

図–R2.1 舗装構造の比較例

図–R2.2 舗装の違いによる LA,Fmax

図–R2.3 二層式排水性舗装の騒音低減効果

比較したものである [122]。この図に示されている
回帰式をもとに算出した二層式排水性舗装の騒音
低減効果を図–R2.3に示す。二層式排水性舗装の
LA,Fmax は，密粒舗装より約 5 dB～10 dB，排水
性舗装より約 4 dB～6 dB低減している。
図–R2.4は，施工後初期の試験舗装で乗用試験
車により測定された密粒舗装又は排水性舗装に対
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図–R2.4 二層式排水性舗装の騒音低減効果

図–R2.5 LA,Fmax の周波数特性

する二層式排水性舗装の，LWAで評価した騒音低
減効果である [123]。この図によると，二層式排水
性舗装の LWA は，密粒舗装より約 4 dB～8 dB，
排水性舗装より約 1 dB～3 dB低減している。
上記とは別に，タイヤ/路面騒音を専用の測定

車 [124]により測定した事例がある [120]。
（2）周波数特性

図–R2.5は，図–R2.2に示した速度 60 km/hの
ときの LA,Fmax の周波数特性である [122]。二層
式排水性舗装は密粒舗装より 500Hz 以上の周波
数でレベルが大きく低減している。また，排水性

図–R2.6 LWA の周波数特性

舗装と比較すると，200Hz～1 kHz付近のレベル
が低減している。
図–R2.6は，施工後初期の試験舗装で乗用試験車
により測定されたLWAの周波数特性である [123]。
二層式排水性舗装は，排水性舗装より 400Hz以上
の周波数のレベルが低減する傾向を示している。

（3）経 時 変 化

一般道路において，一般車の走行騒音を経時
的に測定して LWA の経時変化が検討されてい
る [121, 125]。これによると，二層式排水性舗装
の騒音低減効果の経時変化（回帰式の傾き）は，排
水性舗装と同等である。
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参考資料 R3 先端改良型遮音壁に関する伝搬
計算法

標準的な平板状の遮音壁以外に，先端改良型遮
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図–R3.1 先端分岐型遮音壁，張り出し型遮音壁の種類（破線部は吸音面）

図–R3.2 領域の定義

音壁（Edge-modified barrier）や張り出し型遮音
壁と呼ばれる遮音壁が沿道に設置される場合があ
る。これらの遮音壁に関する伝搬計算法を示す。

3章の伝搬計算を用い，なおかつ図–R3.1に示
す 5種類の遮音壁（道路事業者が仕様を定めてい
るもの）を対象とする場合，又は対象となる先端
改良型遮音壁について文献 [126]と同等の縮尺模
型実験を事前に実施できる場合，R3.1節の方法を
選択する。周波数ごとの伝搬計算を A2.2節に基
づいて行う場合には，R3.2節の方法を選択する。

R3.1 縮尺模型実験に基づく方法

図–R3.1に示す遮音壁の回折補正量について，縮
尺模型実験の結果に基づいて設定された計算式を
示す [126]。図–R3.2の各領域における回折補正量
を，以下の方法で計算する。
（1）予測点 Pが領域 1にある場合

3.2.2項の ∆Ldif,sb の代わりに，次式の回折補
正量∆Ldif,emb [dB]を用いる。

∆Ldif,emb = ∆Ldif,hb + ∆Lc (R3.1)

∆Ldif,hb [dB]は，図–3.8の仮想直壁に関する回
折補正量として算出する。補正項∆Lc [dB]は次
式で計算する。

∆Lc =

{−A−B log10 δ δ ≥ 1

−C−D sinh−1
(
|δ|E
)

0 ≤ δ < 1

(R3.2)

ここで，δは仮想直壁に関する経路差 [m]であり，
各係数は表–R3.1の値を用いる。

（2）予測点 Pが領域 2にある場合

上記 (1)と同様に式 (R3.1)を適用し，∆Lc は
次式で計算する。

∆Lc =

⎧⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎩

−A−B log10 δ + ∆LZone2

δ ≥ 1

−C−D sinh−1
(
|δ|E
)
+∆LZone2

0 ≤ δ < 1

(R3.3)

∆LZone2 = max [F log10 θ + G, 0]

(R3.4)

ここで，θ は図–R3.2 の XY と XP の間の角度，
max[a, b]は aと bのうち大きい方の値である。

（3）予測点 Pが領域 3にある場合

式 (R3.1)を適用せず，音源側の回折点 Xを上
端とする直壁と考え，3.2.2項の方法を適用する。

注記：張り出し型遮音壁の領域 3における予測精度は未検
証である。

R3.2 実製品の音響性能評価値を用いる方法

先端改良型遮音壁の任意の実製品を対象に性能
評価を行い，評価結果を周波数ごとの伝搬計算に
算入する方法を示す [127, 128]。
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表–R3.1 補正量 ∆Lc の計算式に用いる係数

舗装 遮音壁 A B C D E F G δ の適用範囲

密粒舗装

大型分岐
5.0 3.0 2.1 3.29 0.414

5.31 −1.4 0.11～10

土工部用分岐 1.88 −0.3 0.0003～11

橋梁部用分岐 3.5 5.0 0.0 3.97 0.600 — — 0.0004～3.5

張り出し 3 m
1.0 5.0 0.0 1.14 0.414

2.66 0.7 0.02～20

張り出し 5m 3.66 1.4 0.08～34

排水性舗装

大型分岐
3.7 3.0 2.1 1.82 0.414

4.42 −1.6 0.11～10

土工部用分岐 1.65 0.1 0.0003～11

橋梁部用分岐 2.5 4.5 0.0 2.84 0.600 — — 0.0004～3.5

張り出し 3 m
1.0 3.5 0.0 1.14 0.414

2.30 1.2 0.02～20

張り出し 5m 3.02 1.7 0.08～34

R3.2.1 基 本 概 念

A2.2.2項に示した薄い障壁の回折影響係数Dm

（mは経路番号）に代わり，先端改良型遮音壁に関
する回折影響係数Demb,m を以下の方法で算出し
て用いる。図–R3.3に示すように，先端改良型遮音
壁の最大高さと最大厚さを包絡する厚い遮音壁に
関する回折影響をDthick,m，上面の吸音など各先端
改良装置に固有な減音機能による影響をDedge,m

とし，Demb,m を次式で定義する [128]。

Demb,m = Dthick,m · Dedge,m (R3.5)

吸音などの機構を用いない単純な張り出し型遮音
壁については，厚い壁とほぼ等価であると近似
し Demb,m = Dthick,m として計算する（図–3.9

参照）。
式 (R3.5)の方法は，先端改良装置の厚さ又は張
り出し部の長さ，すなわち横断面図における幅が
おおむね 1 m以内の遮音壁に対して適用可能であ
る [30]。

R3.2.2 厚い壁の回折影響係数Dthick,m

先端改良型遮音壁と等価な厚さを有する厚い反
射性障壁に関する回折影響係数として，Dthick,m

を定義する。3.2.4項の厚い壁に関する計算方法を
周波数ごとに適用し，次式で計算する。

Dthick,m =

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

D(NSXP,m)eiklm

P ∈ I, II
2D(NSXP,m)D(NXYP,m)eiklm

P∈ III, NSXP,m≥NSYP,m

2D(NSYP,m)D(NSXY,m)eiklm

P ∈ III, NSXP,m <NSYP,m

(R3.6)

ここで，NSXP,m はm番目の経路の SXPに対す

図–R3.3 先端改良型遮音壁に関する回折影響係数の概念

図–R3.4 先端改良装置の性能評価試験

るフレネル数（A2.1.2項参照）であり，D(N)は
式 (A2.17)により計算する。また，P ∈ I, II（図–

3.5参照）の場合回折経路長 lm = SX + XP [m]，
P ∈ IIIの場合 lm = SX + XY + YP [m]である。

R3.2.3 装置固有の減音効果Dedge,m

先端改良装置の実製品を対象として音響性能評
価試験を行い [127]，試験結果から Dedge,m を設
定する [128]。
図–R3.4に示すように，先端改良装置を伴う半
無限障壁と，この外形と等価な厚さを有する厚い
半無限障壁を想定し，音源 Sから受音点 Pまでの
伝達関数を測定する。現実の測定では地面などの
反射により半無限障壁を実現できないため，イン
パルスレスポンスの時間区間抽出などにより当該
回折音以外の成分を除去し，近似的に半無限障壁
に関する伝達関数を算出する。音源と受音点は障
壁エッジと垂直な同一平面内に配置し，遮音壁表
面からの角度をそれぞれ θS及び θP と表す。伝達
関数の測定結果から両障壁間の音圧レベル差を算
出し，周波数 f [Hz]，θS, θPの関数∆Ledge(f, θS,
θP) [dB]（先端改良型遮音壁の回折音が小さい場
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図–R3.5 経路 1 における角度の定義

図–R3.6 干渉型先端改良装置の例

合に負号）として整理する。
∆Ledge(f, θS, θP) の測定結果を次式により

Dedge,m に換算し，式 (R3.5) に代入して伝搬計
算に用いる。

Dedge,m = 10∆Ledge(f,θS,m,θP,m)/20

(R3.7)

ここで，θS,m 及び θP,m は，m番目の伝搬経路に
おける車線及び予測点の位置を図–R3.5に従い表
した角度であり，車線上を移動する点音源位置に
対する角度ではないことに留意する。また，図–

R3.6(b)のように内部空間が長さ方向に仕切られ
ていない干渉型装置については，式 (R3.7)の代わ
りに次式を用いる [129]。

Dedge,m = 10∆Ledge(f cos θcross,θS,m,θP,m)/20

(R3.8)

ここで，θcrossは伝搬経路を水平面に投影した直線
と遮音壁直壁部に対する垂線がなす角度（図–R3.5

参照）である。
上述の伝達関数測定は離散的な角度 θS 及び

θP に対して行われるため，∆Ledge(f, θS, θP) の
離散値を補完し，伝搬計算における任意の θS,m

及び θP,m に対する Dedge,m の計算に利用する。
∆Ledge(f, θS, θP)の測定は θS ≤ 90 [deg]及び
θP ≤ 90 [deg]の範囲で行い，これを超える範囲

では補外による推定値を適用可能である [127]。
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参考資料 R4 単純条件下での LAeq,T の簡易
計算法

道路が一直線で，音の回折や地表面効果等を無
視してよい場合には，解析的に等価騒音レベル
LAeq,T [dB] を求めることができる [130]。ここ
では，電卓などで等価騒音レベル LAeq,T を簡易
に計算する方法を示す。

R4.1 LAeq,T , LAE, LWA の関係式

LAeq,T は，単発騒音暴露レベル LAE [dB]と，
対象とする時間 T [s]内に通過する自動車の台数
NT [台]とを用いて次式で表される。

LAeq,T = LAE + 10 log10

(
NT

T

)
(R4.1)

LAE は，A特性音響パワーレベル LWA [dB]と
自動車の走行速度 V [km/h]，車線位置からの距
離 l [m]を用いて，逆 2乗則と無限積分の解析解
から，次式のように表現される。

LAE = LWA + 10 log10

(
3.6
2lV

)
(R4.2)

よって，LAeq,T は以下の簡易式で計算できる。

LAeq,T = LWA − 10 log10 l − 10 log10 V

+10 log10 NT + 10 log10

3.6
2T
(R4.3)

本予測モデルで提案する自動車走行騒音のパワー
レベル式（密粒舗装道路の条件）を式 (R4.3)に代
入すると，以下のように LAeq,T が求められる。
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R4.2 車種別のパワーレベル式を用いる場合

（1）定常走行区間の場合（LWA=a+30 log10V）

LAeq,T = a − 10 log10 l + 20 log10 V

+10 log10 NT + 10 log10

3.6
2T
(R4.4)

（2）非定常走行区間の場合（LWA=a+10 log10V）

LAeq,T = a − 10 log10 l + 10 log10 NT

+10 log10

3.6
2T

(R4.5)

R4.3 大型車類の混入率 qを用いる場合

2車種分類で，大型車類と小型車類の平均速度
V が同じ場合には，大型車類の混入率 q(� 1.0)
を用いて平均パワーレベル LWA [dB]が表され，
LAeq,T は更に容易に求められる。
（1）定常走行区間の場合

LWA = 46.7 + 30 log10 V

+10 log10 (1 + 3.47q) (R4.6)

LAeq,T = 46.7 + 10 log10(1 + 3.47q)

−10 log10 l + 20 log10 V

+10 log10 NT + 10 log10

3.6
2T
(R4.7)

（2）非定常走行区間の場合

LWA = 82.3 + 10 log10 V

+10 log10(1 + 3.47q) (R4.8)

LAeq,T = 82.3 + 10 log10(1 + 3.47q)

−10 log10 l + 10 log10 NT

+10 log10

3.6
2T

(R4.9)

注記：排水性舗装道路の騒音, 高架構造物音も同様に, 式
(R4.3) から LAeq,T を算出することができる。
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参考資料 R5 予測精度に関する検討

ASJ RTN-Model 2013では，予測計算式を簡
略化するため自動車走行騒音のパワーレベルの設
定や伝搬計算に多くの仮定が含まれており，その
予測精度を検討しておく必要がある。しかしなが
ら，ASJ RTN-Model 2013の予測精度を検討す
るために必要な等価騒音レベルの実測値を収集す
ることができていない。また，自動車走行騒音の
音響パワーレベルを ASJ RTN-Model 2008から
変更していない [15]。そのため，ここでは実測値
と ASJ RTN-Model 2008による予測値の間の対
応を調べた結果を示す。
また，実測値にも各種の不確かさが含まれている

ことに十分注意する必要があるため，ASJ RTN-
Model 2013の予測精度を考える上で重要と思わ
れる誤差の要因についても考察する。

R5.1 道路一般部におけるASJ RTN-Model
2008による予測値と実測値の対応 [131,
132]

R5.1.1 検討に用いたデータ

検討に用いたデータは，一般道路及び自動車専
用道路における一般的な道路構造の直線区間で平
成 13年から平成 14年に測定された実測値を用い
た。これらのデータの測定条件は以下のとおりで
ある。

（1）騒音レベル

LAeq, LAN（LA5, LA10, LA50, LA90, LA95）

（2）測 定 方 法

JIS Z 8731:1999に準拠
（3）測 定 地 点

道路端の地上 1.2m点
（4）実 測 時 間

基本 10分（おおむね 200台以上の自動車交通
量に達するまで時間延長）で 24 時間中に数回以
上測定

（5）交 通 量

4車種分類又は 2車種分類（実測又はトラフィッ
クカウンタによる）

（6）走 行 速 度

方向別走行速度（実測又はトラフィックカウン
タによる）
検討に用いた実測データの内訳を表–R5.1に示

す。これらのデータは，併設道路や交差道路のな
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表–R5.1 検討に用いた道路構造別データ数

道路構造
自動車専用道路 一般道路 合計

地点数 データ数 地点数 データ数 地点数 データ数

平面 5 100 540 9,944 545 10,044

盛土 18 389 28 468 46 857

切土 19 454 8 167 27 621

高架 18 394 4 36 22 430

表–R5.2 ASJ RTN-Model 2008による予測値と実測値の
差の統計量（暗騒音補正無し）

道路条件 a S R

平面道路 1.4 2.5 0.85

盛土道路 1.7 2.8 0.85

切土道路 0.2 2.9 0.92

高架道路（5 分類） 0.7 2.8 0.90

高架道路（3 分類） 0.9 2.8 0.89

排水性舗装（補正有） 1.3 2.6 0.88

排水性舗装（補正無） −2.1 2.8 0.84

い箇所で測定されたもので，交通量と LAeq 実測
値の変動パターンがおおむね一致しているものを
選定した。予測値は，実測条件に基づき 1.3.2項
の予測計算手順により求めた。なお，計算車線位
置は上下線のそれぞれ中央に 1 車線ずつ配置し，
計算を簡略化した。

R5.1.2 ASJ RTN-Model 2008による予測

値と実測値の比較

予測値と実測値との対応は，道路構造別及び排水
性舗装に関する補正の有無別に，散布図と差（実測
値−予測値）の統計量で示した。散布図中，X軸が
予測値，Y 軸が実測値，N はデータ数，Y = X +a

の定数 aは差の平均値，S は差の標準偏差，Rは
相関係数である。表–R5.2にこれらのデータを用
いて ASJ RTN-Model 2008による予測値と実測
値の差の統計量を示す。
なお，実測における不確かさの要因の一つであ

る暗騒音の影響を除いて検討するために，実測さ
れている LA95（90%レンジの下端値）を暗騒音の
レベルと仮定して LAeq 実測値からエネルギー的
に差し引いた LAeq との比較結果も表–R5.3に参
考として示す。

（1）道路構造別の結果

平面・盛土・切土・高架の道路構造別に，予測
値と実測値を比較した結果を図–R5.1(a)から図–

R5.1(e) に示す。いずれの結果についても，予測

表–R5.3 ASJ RTN-Model 2008による予測値と実測値の
差の統計量（暗騒音補正有り）

道路条件 a S R

平面道路 1.2 2.6 0.84

盛土道路 1.1 3.0 0.83

切土道路 −0.6 2.9 0.92

高架道路（5 分類） −0.2 2.9 0.89

高架道路（3 分類） 0.1 3.0 0.88

排水性舗装（補正有） 1.2 2.6 0.87

排水性舗装（補正無） −2.2 2.8 0.84

値が実測値を 0 dB～2 dB程度下回る偏りが見ら
れるが，全体としては予測値と実測値の間によい
対応が認められる。

（2）排水性舗装に関する補正の有無別にみた結果

平面・盛土・切土の道路における排水性舗装箇
所の測定データについて，排水性舗装路面に関す
る補正を行った場合の予測値と実測値の対応を図–

R5.1(f)に示す。予測値は実測値を 1.3 dB下回る
偏りが見られるが，全体としては予測値と実測値
の間によい対応が認められる。なお，舗装の騒音
低減効果に関する補正を行わない場合は予測値が
実測値を 2 dB程度上回る偏りが見られ，標準偏差
も大きいことから，ASJ RTN-Model 2008にお
ける排水性舗装の騒音低減効果に関する補正が有
効なことを示していると言える。

R5.2 道路特殊箇所におけるASJ RTN-Model
2008 による予測値と実測値の対応

R5.2.1 検討に用いたデータ

検討に用いた実測データは，一般道路における
信号交差点部（10箇所）及び自動車専用道路にお
ける半地下構造道路（3箇所），高架・平面道路併
設部（2箇所）で測定されたものである。
信号交差点部の測定地点は，交差点の前後約50 m
の範囲で道路端の地上高さ 1.2mに設置した。半
地下構造道路と高架・平面道路併設部での測定地
点は，道路端から水平距離 20m程度の範囲で地
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図–R5.1 道路一般部における ASJ RTN-Model 2008 による予測値と実測値
の比較（暗騒音補正無し）

上高さ 1.2m～7 mに設置している。
信号交差点部の予測値は，4.3節に示された交

差道路に非定常走行区間のパワーレベル式を適用
して合成する方法，付属資料 A3に示された実用
計算法及び簡易計算法の三つの予測計算方法によ
り求めた。半地下構造道路等での予測値は，付属
資料 A4の 2次元 FDTD法により求めた。

R5.2.2 ASJ RTN-Model 2008による予測

値と実測値の比較 [46, 133]

予測値と実測値との対応を散布図と差（実測
値−予測値）の統計量で示した。
（1）信号交差点部

信号交差点部での予測値と実測値を比較した結
果を図–R5.2に示す。非定常走行区間を適用する
方法による予測値は，実測値を平均で 0.9 dB上回
る偏りがみられるが標準偏差は 1.9 dBと小さく，
実測値とのよい対応が認められる。また，実用計
算法及び簡易計算法による予測値は，実測値との

差の平均がそれぞれ 0.1 dB，−0.4 dBであり，実
測値との対応が更に良好であると認められる。

（2）半地下構造道路

半地下構造道路での予測値と実測値を比較した
結果を図–R5.3に示す。予測値と実測値との差の
平均は 0.4 dB，標準偏差が 2.7 dBであり，良好な
対応が認められる。

（3）高架・平面道路併設部

遮音壁が設置された高架・平面道路併設部での
予測値と実測値を比較した結果を図–R5.4に示す。
予測値が実測値を平均的に 1.5 dB下回る偏りが見
られるが，標準偏差は 1.9 dBと比較的小さく，予
測値と実測値の間によい対応が認められる。

R5.3 ASJ RTN-Model 2013における誤差

の要因

R5.3.1 仮想車線の設定

ASJ RTN-Model 2013では，計算の便宜上，多
車線の道路を上下線それぞれの中央に仮想的車線を
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図–R5.2 信号交差点部における ASJ RTN-Model 2008 による予測値と実測
値の比較

図–R5.3 半地下構造道路における ASJ RTN-Model 2008
による予測値と実測値の比較

図–R5.4 高架・平面道路併設部におけるASJ RTN-Model
2008 による予測値と実測値の比較

1車線ずつ配置してもよいとしている。文献 [134]
における検討の結果によれば，最近接車線の中心

から予測点までの距離が 5 m以上になると 8車線
道路でも近似誤差は 1 dB以下で，大きな誤差は発
生しないこと，しかし予測点までの距離がそれ以
下となると近似誤差は急激に増加することが示さ
れている。従って，多車線道路について沿道の近
接点を予測する場合には，仮想車線の数を増やす
ことが望ましい。

R5.3.2 道路交通条件

（1）自動車走行速度と音響パワーレベルのばらつき

ASJ RTN-Model 2013では，すべての自動車
が同一の走行状態，走行速度であると仮定して自
動車走行騒音の音響パワーレベルを与えることと
なっている。文献 [135]に示されている確率論的
な検討の結果によれば，走行速度のばらつきによ
る LAeq の変動は極めて小さいことが判明してい
る。また，音響パワーレベルの標準偏差（ばらつ
き）が 3 dB以下であれば，LAeqの変化は 1 dB以
下に収まる。
（2）車 種 分 類

ASJ RTN-Model 2013では，自動車の車種分
類として 4車種分類（乗用車，小型貨物車，中型
車，大型車）と 2車種分類（小型車類，大型車類）
の 2通りの方法を示している。音響的には，4車
種分類を用いることが望ましいが，2車種分類を
用いたとしても，中型車が大型車類に占める比率
が 10%～80%の範囲内であれば，4車種分類を 2
車種分類に近似したことによる予測値の差は 1 dB
以下である [134]。
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R5.3.3 ユニットパターンの計算範囲

ASJ RTN-Model 2013では，仮想車線上に離
散的に多数の仮想点音源を設定し，予測点におけ
るユニットパターンを求め，それから LAeq を計
算することを基本としている。その場合，実際に
どの範囲まで点音源を配置する必要があるか，換
言すればユニットパターンの計算範囲が問題とな
る。文献 [134]では，平坦道路，インターチェン
ジ部，トンネル坑口周辺部について求められたユ
ニットパターンの例について，最大値から 5 dB，
10 dB，15 dB以下の部分を切り捨てて LAeqを計
算した場合の誤差に関する検討が行われている。
その結果，おおよその目安として平坦道路やイン
ターチェンジ部では最大値から約 10 dB以下の部
分を，トンネル坑口周辺部では最大値から約 15 dB
以下の部分を切り捨てても誤差は 1 dB以下とな
るとの知見が得られている。しかし，LAeq はユ
ニットパターン全体のエネルギー積分値に強く依
存するため，たとえ最大値からのレベルが低くて
も，切り捨てを安易に行うと時間的な継続部分の
欠如などによって大きな誤差を招くことがあるの
で十分な注意が必要である。

R5.3.4 実測における問題点

予測計算における問題点と同時に，道路交通騒
音の実測における不確かさの要因を考慮しておく
必要がある。その代表的な要因は以下のとおりで
ある。なお，実測においては，LAeqの測定値が統
計的に安定するのに必要な実測時間を設定するこ
とにも注意が必要である。
（1）気象の影響

屋外を騒音が伝搬する際，距離が長くなるほど
大気中の温度分布や風の影響を受ける。また，空
気の音響吸収による減衰も生じるが，その程度は
温度や湿度によって大きく変化する。これらの影
響要因のうち，風や温度分布の影響は現象として
極めて複雑で，実用的な騒音予測計算に取り入れる
までには至っていない。そこでASJ RTN-Model
2013では，3.6節に述べたように，これまでの実測
結果に基づいて風の影響による道路交通騒音の変
化量を示すにとどめている。気温勾配によっても
騒音の伝搬は影響を受けるが，ASJ RTN-Model
2013で適用範囲としている 200m程度の伝搬距

離では，極端な温度分布の逆転などが生じない限
り，その影響は無視できる。空気の音響吸収によ
る減衰については，比較的正確な計算が可能であ
り，3.4節に示したとおりである。
（2）暗騒音の影響

道路交通騒音の測定を行う場合，必ずそれ以外
の騒音（暗騒音）が同時に存在し，多かれ少なか
れその影響を受ける。特に道路から遠く離れた点
や遮音壁などの騒音対策が施されている場所でそ
の影響は大きい。この暗騒音の程度を見積もる方
法も種々検討されているが，LAeqの測定と同時に
時間率騒音レベル LA90 又は LA95 なども測定し
ておけば，暗騒音の概略の値を推定することがで
きる。
（3）その他の要因の影響

道路交通騒音の実測は，予測の際には想定して
いなかったような状況下で実施されることもある
ため，上記のほかにも種々の誤差要因が考えられ
る。例えば，予測計算の際に設定した交通流条件
と異なっているために生じる誤差，遮音壁などの
騒音対策工の施工状態による性能のばらつきなど
である。また，排水性舗装については，ASJ RTN-
Model 2013でもその騒音低減効果及びその経年
変化を見積もることができるよう考慮しているが，
施工後の空隙詰まりなどによる機能の劣化が場所
によってかなり異なることが問題である。高架道
路では，ASJ RTN-Model 2013でも考慮してい
る高架構造物音以外に，伸縮継手部周辺からの発
生音が実測値に影響する場合もある。
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報告―」において誤解を招く表現や分かりにくい箇所がありました。正しくは以下のとおりです。ここにお詫びし訂正

いたします。

誤頁 正

p. 204の左段

式（6.8）

road SP に訂正。

訂　　　　　正

p. 204の図

　建物群がない場合の見通し角Φ，建物群

が立地している場合の見通し角φ及び音源と予

road

　建物群がない場合の見通し角Φ，建物群

が立地している場合の見通し角φ

図のキャプションも修正

p. 204の

p. 204の右段

上から5～6行目
road は S と P の水平距離 は S と P ’ 又は

P ” の水平距離 [m] である。
road は P から S への垂線の距離（P から S におけ

る道路の接線への最短平面距離） は P’
。るあで］m［ 離距の線垂のへSらかP”は又

road の説明を分かり易く訂正。

m
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p. 205の

road

SPの長方形内の建物密度

SP

road SP に訂正。併せて，図のキャプションも修正。

p. 205の左段

上から 9行目

式（6.8）の 10 roadの項は，… 式（6.8）の 10 SPの項は，…

road SP に訂正。

p. 205の左段

上から 14行目
road は S と Pの水平距離［m］である。 SP は S と P 。るあで］m［ 離距平水の

road SP に訂正。

p. 205の左段

注記の位置

「6.2.1　点音源モデルによる計算方法」の最後に記

述されている。

本来は，「6.2.2　線音源モデルによる計算方法」の

最後に記述すべき（p. 207の左段の文献の前）。

注記の位置を訂正
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